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【調査検討組織設置要綱】 

 

都市部、離島や中山間地域などにおける令和 3 年度介護報酬改定等による措置の検証、

地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の検討に関する調査研究事業の 

調査検討組織 

 

設置要綱 

 

1．設置目的 

3

3

 

 

2．実施体制 

1   

 

2

 

 

3．調査検討組織の運営 

1  

2
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都市部、離島や中山間地域などにおける令和３年度介護報酬改定等による措置の検
証、地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の検討に関する調査研究

事業調査検討組織 委員等一覧 
 

（敬称略、50 音順） 

【オブザーバー】 

○厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 課長補佐 佐藤 敏彦 

○厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係長 山崎 竜平 

○厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係 元木 大地 

○厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係 武田 真理子 

○厚生労働省老健局 老人保健課       看護予防専門官 川中 淑恵 

○厚生労働省老健局 老人保健課       看護係主査   渡邊 文子 

  

委 員 長 川越 雅弘 （埼玉県立大学大学院 保健医療福祉学研究科兼研究開

発センター 教授） 

副委員長 粟田 主一 （地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所 

副所長） 

委  員 石田 喜章 （一般社団法人 「民間事業者の質を高める」全国介護事業

者協議会 理事） 

委  員 小椋 誠  （鳥取県 福祉保健部 ささえあい福祉局 長寿社会課長） 

委  員 斉藤 正行 （一般社団法人 全国介護事業者連盟 理事長） 

委  員 瀧井 創 （一般社団法人日本在宅介護協会 監事） 

委  員 堀川 尚子 （公益社団法人日本看護協会 医療政策部 在宅看護課  

社会保険・調査研究担当 専門職） 

委  員 宮島 渡 （特定非営利活動法人全国小規模多機能型居宅介護事業者

連絡会 理事長） 

委  員 山田 美佐 （堺市健康福祉局長寿社会部 介護事業者課長） 

委  員 山辺 智子 （公益財団法人 日本訪問看護財団 研究員） 
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【調査概要】 
 

都市部、離島や中山間地域などにおける令和３年度介護報酬改定等による  

措置の検証、地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の  

検討に関する調査研究事業 

 

１．調査目的 

 

12 23

 

 

 

 

( )  

 

8 26  

 

２．調査客体 

 

1,741  

5,500  

860  

150 30  

 



4 

 

 

10  

15  

 

３．主な調査項目  

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



5 

第１章 事業の概要 

１． 事業の背景と目的 

 

小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護は中重度になっても住み慣れ

た地域での在宅での暮らしを支える仕組みとして創設され、「通い」を中心に「訪問」「泊り」

を組み合わせて在宅での暮らしを支え、在宅の限界点を引き上げるためのサービスとして、

必要な地域への普及が期待された。 

特に、都市部、離島や中山間地域など、どの地域においても必要なサービスが確保される

ことが求められている状況であり、令和３年度に「過疎地域等におけるサービス提供の確保」

「地域の特性に応じた小規模多機能型居宅介護の確保」として、以下の改定等が行われた。 

 

【過疎地域等におけるサービス提供の確保】（以下「改定等①」という。） 

 （看護）小規模多機能型居宅介護について、過疎地域等におけるサービス提供を確保

する観点から、市町村が認めた場合に、登録定員を超過した場合の報酬減算を一定の

期間行わないこととした(令和３年４月施行) 

 

【地域の特性に応じた小規模多機能型居宅介護の確保】（以下「改定等②」という。） 

 小規模多機能型居宅介護について、地域の特性に応じたサービスの整備・提供を促進

する観点から、厚生労働省令で定める登録定員及び利用定員の基準を、市町村が条例

で定める上での「従うべき基準」から「標準基準」に見直した（令和３年８月 26日施

行） 

 

また、令和３年度介護報酬改定に関する審議報告（令和２年 12月 23日）の今後の課題に

おいて、「都市部、離島や中山間地域など、どの地域においても必要なサービスが確保され

るよう、今回の改定における措置を検証しつつ、人材確保を含め、地域の実情に応じた必要

な方策を引き続き検討すべきである。」とされたことを踏まえ、当該改定等によるサービス

の提供内容及び職員の働き方の変化等を含む施行後の状況を適切に把握し、地域の実情に

応じた必要な方策の検討に資する基礎資料を得るための調査を行うことを目的とした。 
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２． 事業の実施方法 

(1) 調査検討委員会の設置と開催状況 

本調査の実施にあたり、調査設計、調査票の作成、集計、分析、検証、報告書の作成

を行うため、以下の委員による調査検討委員会を設置した。 
 

調査検討委員会 委員一覧（計 10 名） 

◎：委員長、○：副委員長を表す。     （敬称略、委員長、副委員長を除いて 50音順） 

 

オブザーバー 

 

調査事務局（株式会社 NTT データ経営研究所） 

◎川越 雅弘 埼玉県立大学大学院 保健医療福祉学研究科兼研究開発センター 教授 

○粟田 主一 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所 副所長 

石田 喜章 一般社団法人「民間事業者の質を高める」全国介護事業者協議会 理事 

小椋 誠 鳥取県 福祉保健部 ささえあい福祉局 長寿社会課 課長 

斉藤 正行 一般社団法人 全国介護事業者連盟 理事長 

瀧井 創 一般社団法人 日本在宅介護協会 監事 

堀川 尚子 公益社団法人日本看護協会 医療政策部 在宅看護課 

社会保険・調査研究担当 専門職 

宮島 渡 特定非営利活動法人全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 理事長 

山田 美佐 堺市 健康福祉局 長寿社会部 介護事業者課 課長 

山辺 智子 公益財団法人 日本訪問看護財団 研究員 

佐藤 敏彦 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 課長補佐 

山崎 竜平 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係長 

元木 大地 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係 

武田 真理子 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 基準第一係 

川中 淑恵 厚生労働省 老健局 老人保健課 看護予防専門官 

渡邊 文子 厚生労働省 老健局 老人保健課 看護係 主査 

米澤 麻子 ライフ・バリュー・クリエイションユニット アソシエイトパートナー 

實方 裕真 地域未来デザインユニット マネージャー 

桜花 和也 ライフ・バリュー・クリエイションユニット マネージャー 

横山 栞奈 ライフ・バリュー・クリエイションユニット シニアコンサルタント 

藤門 泰永 地域未来デザインユニット コンサルタント 

斉藤 壮希 ライフ・バリュー・クリエイションユニット コンサルタント 

今村 明子 ライフ・バリュー・クリエイションユニット シニアインフォーメーシ

ョンリサーチャー 
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調査検討委員会の開催日程、検討内容は下記の通り。 

 

○第１回調査検討委員会 

・開催日程 2022年７月 22日（金） 

・検討内容 事業の概要、アンケート調査について 

 

○第２回調査検討委員会 

・開催日程 2023年２月 13日（月） 

・検討内容 アンケート調査等の結果概要、報告書について 

 

(2) アンケート調査 

市町村調査票及び事業所調査票は、Webアンケートにより実施した。Webアンケート

で回答出来ない場合には別途、メールや FAXにより回収を行った。 

職員調査票及び利用者調査票は、対象事業所へ調査票を郵送し、事業所を通じて配付、

回収を行った。 

 

1) 調査対象 

調査対象 母集団 抽出方法 発出数 

市町村（特別区を含む） 1,741 悉皆 1,741 

小規模多機能型居宅介護事業所 5,549 悉皆 5,549 

 改定等①又は②を適用した 

３事業所 

職員 － 無作為抽出 15 

 利用者 － 無作為抽出 15 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 864 悉皆 864 

※看護小規模多機能型居宅介護事業所は改定等①及び②適用事業所無し。 

 

2) 調査票種類 

   

市町村調査票 市町村（特別区を含む） 2022年９月 13日～2022年 11月 11日 

事業所調査票 事業所 2022年９月 20日～2022年 11月 11日 

 職員調査票 事業所職員 2023年１月 20日～2023 年２月９日 

 利用者調査票 利用者 2023年１月 20日～2023 年２月９日 
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3) 回収状況 

 母集団 発出数 回収数 回収率 有効回収率 

市町村（特別区を含む） 1,741 1,741 1,339 76.9% 76.9% 

小規模多機能型居宅介護事業所 5,549 5,549 2,691 48.5% 48.5% 

 改定等①又は②を 

適用した３事業所 

職員 － 15 15 － － 

 利用者 － 15 15 － － 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 864 864 449 52.0％ 52.0％ 

̞ 第２章 アンケート調査結果には、該当の設問に回答していない事業所を除外して集

計を行った。 

 

(3) ヒアリング調査 

アンケート調査で明らかになった、改定等を踏まえた措置の実施に当たっての課題

や事業所におけるニーズ等について深掘りし、今後市町村や事業所において取り組む

べき内容を整理する。 

1) 調査対象 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 

 

2) 調査実施時期 

2023年１月５日～2023年２月９日 
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第２章 アンケート調査結果 

１． 市町村調査票調査結果 

(1) 改定等①について 

1) 周知状況 

 

図表 2-1 改定等①の管内事業所への周知状況 

 

 

図表 2-2 改定等①の管内事業所への周知方法 

 

  

46.4 53.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周知した 周知していない

n=1,339

3.2

2.7

50.2

29.3

28.5

0.0

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

郵送

電話

メール

ホームページ等

説明会、勉強会等

広報誌等

その他

n=621

○管内事業所への周知の実施状況について、「周知した」が 46.4%（621件）、「周知し

ていない」が 53.6%（718件）であった。（図表 2-1） 

○「周知した」と回答した市区町村のうち、管内事業所への周知方法について、多い順に、

「メール」が 50.2%、「ホームページ等」が 29.3%、「説明会、勉強会等」が 28.5%で

あった。（図表 2-2） 

※複数回答可 
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図表 2-3 改定等①を管内事業所へ周知していない理由 

 

「その他」の主な回答 

・利用者が少ない ・定員超過している事業所がない 

・過疎地域等に該当しない ・実施予定がない 

 

図表 2-4 改定等①の今後の周知予定 

 

図表 2-5 改定等①の周知の目処 n=29 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16.9 42.5 40.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改定等の内容を知らなかったから 管内に小多機、看多機がないから

その他

n=716

4.5

95.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後周知する予定 周知する予定はない
n=716

○「周知していない」と回答した市区町村のうち、管内事業所へ周知していない理由につ

いて、「改定等の内容を知らなかったから」が 16.9%、「管内に小多機、看多機がない

から」が 42.5%、「その他」が 40.6%であった。（図表 2-3） 

○「周知していない」と回答した市区町村のうち、今後の周知予定について、「今後周知

する予定」が 4.5%（32件）、「周知する予定はない」が 95.5%（684件）であった。（図

表 2-4） 

○周知の目途は、令和４年 11月が 11件と最も多かった。（図表 2-5） 

年月 市町村数 

令和 4年 9月 1 

令和 4年 10月 5 

令和 4年 11月 11 

令和 4年 12月 2 

令和 5年 1月 1 

令和 5年 3月 4 

令和 5年 4月 3 

令和 5年 7月 1 

令和 6年 4月 1 
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2) 実施状況 

 

図表 2-6 改定等①の措置の実施状況 

 

「実施を検討したが、実施には至らなかった」の主な回答 

・管内事業所からの当該措置に係るニーズがないため 

・管内事業所からの要望、相談がないため 

・定員を超過して受け入れている事業所がないため 

 

図表 2-7 改定等①の措置の適用方法 

 

  

1.2

5.4 2.3

91.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施した
実施を検討したが、実施には至らなかった
実施を検討中（実施には至っていない）
実施していない（検討していない）

n=1339

62.5

37.5

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

条例制定（改正）を行った

超過減算を適用しない要件を整理したう

えで、事業所に通知ないし事務連絡等

を行った

その他

n=16

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」が 1.2%（16件）、「実施

を検討したが、実施には至らなかった」が 5.4%（72件）、「実施を検討中（実施には

至っていない）」が 2.3%（31件）、「実施していない（検討していない）」が 91.1%

（1,220件）であった。（図表 2-6） 

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」と回答した市区町村のう

ち、措置の適用方法について、「条例制定を行った」が 62.5%、「超過減算を適用し

ない要件を整理した上で、事業所に通知ないし事務連絡等を行った」が 37.5%、「そ

の他」が 18.8%であった。（図表 2-7） 

 

（16 件） 

※複数回答可 
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○措置の適用期間は、小多機の令和 3 年 4 月から令和 6 年 3 月までが 2 件と最も多かっ

た。（図表 2-8） 

 

図表 2-8 改定等①の措置の適用期間 

小多機 n=7 

 

 

 

 

 

 

 

看多機 n=3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

適用期間 市町村数 

令和 3年 3月から令和 6年 3月まで 1 

令和 3年 4月から令和 6年 3月まで 2 

令和 3年 7月から 1 

令和 3年 8月から令和 4年 3月まで 1 

令和 3年 11月から令和 6年 3月まで 1 

令和 3年 12月から令和 4年 7月まで 1 

年月 市町村数 

令和 3年 3月から令和 6年 3月まで 1 

令和 3年 4月から令和 4年 7月まで 1 

令和 3年 4月から令和 6年 3月まで 1 
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3) 実施自治体の特徴 

 

図表 2-9 改定等①の実施自治体の状況 

改定等①実

施自治体 
総人口 

65歳以上人

口 
高齢化率 

適用実績 事業所数 

小多機 看多機 小多機 看多機 

A町 14,380 4,102 28.5 1 0 1 0 

B町 14,320 5,748 40.1 0 0 2 0 

C市 49,968 20,775 41.6 0 0 6 0 

D市 117,376 36,849 31.4 0 0 11 3 

E市 223,014 58,578 26.3 0 0 12 2 

F町 17,195 7,024 40.8 0 0 1 0 

G町 16,540 6,148 37.2 0 0 1 0 

H市 262,328 76,877 29.3 0 0 34 9 

I市 98,199 30,381 30.9 1 0 7 0 

J町 14,004 5,053 36.1 1 0 1 0 

K市 409,118 133,912 32.7 0 0 36 7 

L市 27,999 10,694 38.2 0 0 4 1 

M市 50,848 19,615 38.6 1 - 3 0 

N市 123,135 34,494 28.0 1 0 17 1 

O市 33,080 13,250 40.1 0 0 2 1 

P市 47,637 10,613 22.3 0 0 2 0 

 

 

 

 

  

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」と回答した 16自治体のう

ち（P15 図表 2-6）、実際に適用した自治体は５件であり、個別にみると、１市を除い

て管内に対象事業所が比較的少ない傾向であった。条例は制定したが、現時点では、適

用実績がない自治体も見られる。（図表 2-9） 

〇人口規模、高齢化率では、特に傾向は見られなかった。 

図表 2-9 人口 【出典】令和２年国勢調査（総務省統計局） 
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4) 都市規模ごとの実施状況 

 

図表 2-10 改定等①の都市規模別実施割合 

 

 

 

図表 2-11 改定等①の都市規模別実施状況 

 

実施した 

実施を検討し
たが、実施に
は至らなかっ

た 

実施を検討中
（実施には至
っていない） 

実施していな
い（検討して
いない） 

合計 

政令市 0 2 1 17 20 

中核市 2 3 1 56 62 

一般市 9 38 15 521 583 

町村 5 25 13 608 651 

特別区 0 4 1 18 23 

合計 16 72 31 1,220 1,339 

 

  

3%

2%

1%

10%

5%

7%

4%

17%

5%

2%

3%

2%

4%

85%

90%

89%

93%

78%

政令市（N=20）

中核市（N=62）

一般市（N=583）

町村（N=65 1）

特別区（N=23）

実施した 実施を検討したが、実施には至らなかった

実施を検討中（実施には至っていない） 実施していない（検討していない）

○令和４年７月までの措置の実施状況について（P15 図表 2-6）、都市規模別に集計を

行ったところ、「実施した」と回答した自治体は、中核市が３％と最多であったが、

回答数は２であり、大きな傾向の差があるとは考えられない。（図表 2-10、図表 2-

11） 

〇検討している自治体（実施を検討したが実施に至っていない、検討中）の割合が多い

のは、特別区と政令市であった。（図表 2-10、図表 2-11）。 
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図表 2-12 実施及び検討状況と DID（人口集中地区）との関係 

 

図表 2-13 実施及び検討状況とサービス利用率 

 

 

図表 2-14 実施及び検討状況と被保険者 10 万人あたりの事業所数 

 

 

 

 

 

○実施及び検討している自治体の地域性を把握するため、DID（人口集中地区（※））の

有り、無しで傾向を分析した。結果として、DID が無い自治体の方が実施の割合が高い

という傾向が見られた（図表 2-12） 

○また、サービス利用率（要介護認定者数ごとの利用者数）ごとに実施及び検討の状況を

見ると、サービス利用率が大きいほど、それぞれ件数が大きくなるという傾向が見られ

た。なお、被保険者 10 万人あたりの事業所数ごとでは、大きな傾向の差は見られなか

った。（図表 2-13、図表 2-14） 

ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ›

ΰοΜϥ☼ם 0 0.0% 0 0.0% 2 1.8% 5 0.9% 0 0.0% 7 1.1%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 0 0.0% 0 0.0% 12 10.6% 30 5.5% 0 0.0% 42 6.4%

ΰοΜσΜ☼ם 0 0.0% 0 0.0% 99 87.6% 508 93.6% 0 0.0% 607 92.5%

›ὓ 0 0.0% 0 0.0% 113 100.0% 543 100.0% 0 0.0% 656 100.0%

ΰοΜϥ☼ם 0 0.0% 2 3.2% 7 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 9 1.3%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 3 15.0% 4 6.5% 41 8.7% 8 7.4% 5 21.7% 61 8.9%

ΰοΜσΜ☼ם 17 85.0% 56 90.3% 422 89.8% 100 92.6% 18 78.3% 613 89.8%

›ὓ 20 100.0% 62 100.0% 470 100.0% 108 100.0% 23 100.0% 683 100.0%

ΰοΜϥ☼ם 0 0.0% 2 3.2% 9 1.5% 5 0.8% 0 0.0% 16 1.2%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 3 15.0% 4 6.5% 53 9.1% 38 5.8% 5 21.7% 103 7.7%

ΰοΜσΜ☼ם 17 85.0% 56 90.3% 521 89.4% 608 93.4% 18 78.3% 1220 91.1%

›ὓ 20 100.0% 62 100.0% 583 100.0% 651 100.0% 23 100.0% 1339 100.0%

DIDσΰ

DIDΚϤ

›ὓ

◕ ᶋ◕ ԁ ◕ Ỹ ›ὓ

（※） 1.「原則として人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で
互いに隣接」して、2.「それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000人以上を有する地域」 
図表 2-12【出典】令和２年国勢調査人口集中地区境界データ（総務省統計局）に基づき作成 
図表 2-13【出典】令和２年度介護保険事業状況報告に基づき作成（保険者単位で集計を実施） 
図表 2-14【出典】令和２年度介護保険事業状況報告、介護サービス情報の公表システムデータオープンデータ（2022
年 12月末時点）に基づき作成（保険者単位で集計を実施） 
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5) 実施した際の効果・影響 

 

図表 2-15 改定等①の効果・影響 n=16 

 対応できるようになった 対応できなくなった 変わらない わからない 

地域の介護サービスの需要への対応 
4（3）  
(25%) 

0  
(0) 

7  
(44%) 

5（2）  
(31%) 

利用者のニーズの変化への柔軟な対応 
3（2）  
(19%) 

0  
(0) 

6（1）  
(38%) 

7（2）  
(44%) 

 増えた 減った 変わらない わからない 

利用者家族等からの苦情や相談 
0  

(0) 
0  

(0) 
7（2）  
(44%) 

9（3）  
(56%) 

事業所職員の負担感 
0  

(0) 
0  

(0) 
4（1）  
(25%) 

12（4）  
(75%) 

 向上した 低下した 変わらない わからない 

提供するサービスの質 
0  

(0) 
0  

(0) 
5（1）  
(31%) 

11（4）  
(69%) 

 改善した 悪化した 変わらない わからない 

経営状況 
0  

(0) 
0  

(0) 
4  

(25%) 
12（5）  
(75%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」と回答した 16自治体のう

ち（P15 図表 2-6）、措置を実施した効果・影響については、以下の状況であった。（図

表 2-15） 

（補足） 

・16市町のうち、実際に適用した事業所が存在するのは５市町のみ。 

・５市町の回答は上段に括弧書きで示している。 

実際に適用した事業所が存在する５市町は、地域の介護サービスの需要への対応及び利用者

のニーズの変化への柔軟な対応について、「対応できるようになった」との回答が約半数で

あった。 

※上段が実数、下段括弧内は割合としているが、n数が少ないため参考値。 
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6) 現在の検討状況と今後の実施予定 

 

図表 2-16 改定等①の現在の検討状況と今後の実施予定 

 

 

図表 2-17 改定等①の実施の目処 n=11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.0 

3.3 

0.0 

0.0 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当部署内で今後の対応を検討中
管内事業所に対するニーズ調査等を実施中
審議会等に意見聴取中
自治体内で決裁中
その他

n=30

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施を検討中（実施には至っていな

い）」と回答した市区町村のうち（P15 図表 2-6）、現在の検討状況と今後の実施予定

について、「担当部署内で今後の対応を検討中」が 90.0%、「管内事業所に対するニー

ズ調査等を実施中」が 3.3%、「その他」が 6.7%であった（図表 2-16）。 

○実施目途について、「令和５年４月」が５件と最も多かった（図表 2-17）。 

年月 市町村数 

令和 4年 10月 1 

令和 4年 11月 1 

令和 4年 12月 1 

令和 5年 1月 1 

令和 5年 3月 1 

令和 5年 4月 5 

令和 6年 4月 1 
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7) 実施していない（検討していない）理由 

 

図表 2-18 改定等①を実施していない（検討していない）理由 

 

 

 

図表 2-19 管内事業所の改定等①に係るニーズの把握状況 

  

7.2

27.0

49.1

38.8

7.5

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改定等の内容を知らなかったから

管内に小多機、看多機がないから

管内事業所から要望や相談がないから

管内に登録定員を超過して利用者を受け入

れているような事業所がないから

提供するサービスの質の低下が懸念される

から

その他

n=1,220

27.6 72.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

把握している 把握していない n=791

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施していない（検討していない）」

と回答した市区町村のうち（P15 図表 2-6）、実施していない（検討していない）理由

について、多い順に「管内事業所から要望や相談がないから」が 49.1%（599件）、「管

内に登録定員を超過して利用者を受け入れているような事業所がないから」が 38.8%

（473 件）、「管内に小多機、看多機がないから」が 27.0%（329 件）であった（図表

2-18）。 

○「管内事業所から要望や相談がないから」又は「管内に登録定員を超過して利用者を受

け入れているような事業所がないから」と回答した市区町村のうち、管内事業所のニー

ズの把握状況について、「把握している」は 27.6%（218件）、「把握していない」が

72.4%（573件）であった（図表 2-19）。 

※複数回答可 
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図表 2-20 管内事業所の改定等①に係るニーズの把握方法 

 

 

「その他」の主な回答 

・運営推進会議での把握 

・（月次等の）定期的な報告 

・電話以外での聞き取り（日々のやり取りや実地指導時等） 

 

  

5.0

34.9

9.2

56.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管内事業所に当該措置に係るニーズ調査（ア

ンケート等）を実施した

管内事業所に電話で聞き取りした

自治体主催の説明会や勉強会等で聞き取り

した

その他

n=218

〇「把握している」と回答した市区町村のうち、具体的なニーズの把握方法について、多

い順に、「その他」が 56.0%、「管内事業所に電話で聞き取りした」が 34.9%、「自治体主

催の説明会や勉強会等で聞き取りした」が 9.2%であった。（図表 2-20） 

※複数回答可 
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(2) 改定等②について 

1) 周知状況 

 

図表 2-21 改定等②に係る管内事業所への周知の実施状況 

 

 

 

図表 2-22 改定等②の管内事業所への周知方法 

 

 

 

 

 

43.6 56.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周知した 周知していない
n=1,338

3.1

3.3

53.0

29.0

26.4

0.0

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

郵送

電話

メール

ホームページ等

説明会、勉強会等

広報誌等

その他

n=583

○管内事業所への周知の実施状況について、「周知した」は 43.6%（583件）、「周知し

ていない」が 56.4%（755件）であった。（図表 2-21） 

〇「周知した」と回答した市区町村のうち、具体的な周知方法について、多い順に「メ

ール」が 53.0%、「ホームページ等」が 29.0%、「説明会、勉強会等」が 26.4%であっ

た。（図表 2-22） 

※複数回答可 
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○「周知していない」と回答した市区町村のうち、周知していない理由について、「改

定等の内容を知らなかったから」が 18.0%、「管内に小多機、看多機がないから」が

40.6%、「その他」が 41.4%であった。（図表 2-23） 

〇「周知していない」と回答した市区町村のうち、今後の周知予定について、「今後周

知する予定」は 4.4%（33件）、「周知する予定はない」が 95.6%（718 件）であった。

（図表 2-24） 

〇周知の目途は、「令和４年 11月」が 12件と最も多かった。（図表 2-25） 

 

図表 2-23 改定等②を管内事業所へ周知していない理由 

 
「その他」の主な回答 

・措置の実施を（予定）していないため  ・事業所から要望

相談がないため 

 

図表 2-24 改定等②の今後の周知予定 

 

 

図表 2-25 改定等②の周知の目処 n=28  

年月 市町村数 年月 市町村数 

令和 4年 9月 2 令和 5年 1月 1 

令和 4年 10月 3 令和 5年 3月 4 

令和 4年 11月 12 令和 5年 4月 3 

令和 4年 12月 2 令和 6年 4月 1 

 

  

18.0 40.6 41.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改定等の内容を知らなかったから管内に小多機、看多機がないからその他

n=751

4.4

95.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後周知する予定 周知する予定はない
n=751
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2) 実施状況 

 

図表 2-26 改定等②の措置の実施状況 

 

 

図表 2-27 実施するにあたって困難だったこと 

  

 

  

1.3

4.7 2.2

91.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施した
実施を検討したが、実施には至らなかった
実施を検討中（実施には至っていない）
実施していない（検討していない）

n=1,339
（17件）

0.0

5.9

0.0

0.0

94.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体内での承認を得ること

審議会等の承認を得ること

議会の承認を得ること

事業所の人員確保策や設備面の確認

その他

n=17

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」が 1.3%（17件）、「実施

を検討したが、実施には至らなかった」が 4.7%（63件）、「実施を検討中（実施に至

っていない）」が 2.2%（30件）、「実施していない（検討していない）」が 91.8%（1,229

件）であった。（図表 2-26） 

〇令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施した」と回答した 17自治体のう

ち、実施するにあたって困難だったことについて、「審議会の承認を得ること」が 5.9%、

「その他（特に困難だったことはなし）」が 94.1%であった。（図表 2-27） 

※複数回答可 
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3) 実施自治体の特徴 

○「実施した」と回答した 17自治体のうち、実際に適用した自治体は２件であった。（図

表 2-28） 

○実際に適用した自治体において、小多機の変更前後の登録定員等について、登録定員は

変更前 29 人、変更後 32 人、通い定員は変更前 18 人、変更後 21 人、宿泊定員は変更

前６人、変更後９人、サテライト事業所の変更前後の登録定員等について、登録定員は

変更前 18人、変更後 20人、通い定員は変更前後とも 12人、宿泊定員は変更前後とも

6人であった。（図表 2-29） 

 

図表 2-28 改定等②の実施自治体の状況 

改定等②実

施自治体 
総人口 

65歳以上人

口 
高齢化率 

適用実績 事業所数 

小多機 看多機 小多機 看多機 

Q村※ 1,356 564 41.6 1 0 1 0 

R町※ 2,791 1,102 39.5 0 0 0 0 

S町※ 4,568 1,828 40.0 0 0 0 0 

T町※ 5,074 1,361 26.8 0 0 0 0 

U村※ 2,045 705 34.5 0 0 0 0 

V村※ 1,911 493 25.8 0 0 0 0 

W町※ 2,156 824 38.2 0 0 0 0 

X町※ 2,941 1,143 38.9 0 0 0 0 

Y町※ 15,129 3,771 24.9 0 0 0 0 

Z町※ 5,772 1,826 31.6 0 0 0 0 

AA村※ 1,569 625 39.8 0 0 0 0 

AB村※ 870 448 51.5 0 0 0 0 

AC町※ 1,831 859 46.9 0 0 0 0 

AD町※ 2,745 1,200 43.7 0 0 0 0 

AE町※ 3,180 1,282 40.3 0 0 0 0 

AF村※ 1,165 361 31.0 0 0 0 0 

AG町 16,958 6,569 38.7 1 0 2 0 

※印の実態は同一の広域連合で、広域連合として条例を制定している。 

 

図表 2-29 変更前後の登録定員等 

市町村名 
改正前 改正後 

登録定員 通い定員 泊り定員 登録定員 通い定員 泊り定員 

Q村 29 18 6 32 21 9 

AG町（※） 18 12 6 20 12 6 

※AG町はサテライト事業所。 

  

図表 2-28 人口 【出典】令和２年国勢調査（総務省統計局） 
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4) 都市規模ごとの実施状況 

 

図表 2-30 都市規模別改定等②の実施割合 

 

 

 

図表 2-31 都市規模別改定等②の実施割合 

 

実施した 

実施を検討し
たが、実施に
は至らなかっ

た 

実施を検討中
（実施には至
っていない） 

実施していな
い（検討して
いない） 

合計 

政令市 0 1 1 18 20 

中核市 0 5 1 56 62 

一般市 0 38 13 532 583 

町村 17 15 15 604 651 

特別区 0 4 0 19 23 

合計 17 63 30 1,229 1,339 

 

 

 

  

3%

5%

8%

7%

2%
17%

5%

2%

2%

2%

0%

90%

90%

91%

93%

83%

政令市（N=20）

中核市（N=62）

一般市（N=583）

町村（N=651）

特別区（N=23）

実施した 実施を検討したが、実施には至らなかった

実施を検討中（実施には至っていない） 実施していない（検討していない）

○令和４年７月までの措置の実施状況の回答について（P26 図表 2-26）、都市規模別に集計

を行ったところ、「実施した」という自治体は、町村部のみ（３％）であった。（図表 2-30、

図表 2-31） 

〇検討している（実施を検討したが実施に至らない、検討中）自治体の割合が多いのは、特

別区、政令市、中核市であった。 



25 

 

図表 2-32 実施及び検討状況と DID の関係 

 

 

図表 2-33 実施及び検討状況とサービス利用率 

 

 

図表 2-34 実施及び検討状況と被保険者 10 万人あたりの事業所数 

 

 

 

実施した

実施を検討
したが、実
施には至ら
なかった

実施を検討
中（実施に
は至ってい
ない）

実施してい
ない（検討し
ていない）

0.0000 - 0.0014 1 1 278

0.0014 - 0.0114 1 18 5 285

0.0114 - 0.0253 16 9 278

0.0253 - 0.3571 1 21 11 267

実施した

実施を検討
したが、実
施には至ら
なかった

実施を検討
中（実施に
は至ってい
ない）

実施してい
ない（検討し
ていない）

1.93 - 10.94 1 17 3 196

10.94 - 18.64 10 9 188

18.64 - 31.18 14 5 194

31.18 - 492.61 1 13 8 176

(NA) 2 1 354

○実施及び検討している自治体の地域性を把握するため、DID（人口集中地区(※)）の有

り、無しで傾向を分析した。結果として、DID が無い自治体の方が実施の割合が高い傾向

が見られた。（図表 2-32） 

○また、サービス利用率（要介護認定者数ごとの利用者数）ごとに実施及び検討の状況を

見ると、サービス利用率が大きいほど、検討については、件数が大きくなる傾向が見ら

れた（実施した自治体は２件のみであるが、サービス利用率は高い）。なお、被保険者 10

万人あたりの事業所数ごとでは、大きな傾向の差は見られなかった。（図表 2-33、図表

2-34） 

ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ› ᶤ›

DIDσΰם☼ΰοΜϥ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 16 2.9% 0 0.0% 16 2.4%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 0 0.0% 0 0.0% 8 7.1% 24 4.4% 0 0.0% 32 4.9%

ΰοΜσΜ☼ם 0 0.0% 0 0.0% 105 92.9% 503 92.6% 0 0.0% 608 92.7%

›ὓ 0 0.0% 0 0.0% 113 100.0% 543 100.0% 0 0.0% 656 100.0%

DIDΚϤם☼ΰοΜϥ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.9% 0 0.0% 1 0.1%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 2 10.0% 6 9.7% 43 9.1% 6 5.6% 4 17.4% 61 8.9%

ΰοΜσΜ☼ם 18 90.0% 56 90.3% 427 90.9% 101 93.5% 19 82.6% 621 90.9%

›ὓ 20 100.0% 62 100.0% 470 100.0% 108 100.0% 23 100.0% 683 100.0%

›ὓ ΰοΜϥ☼ם 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 17 2.6% 0 0.0% 17 1.3%

ᾁ ΰθΥם☼δγ˴ᾁ 2 10.0% 6 9.7% 51 8.7% 30 4.6% 4 17.4% 93 6.9%

ΰοΜσΜ☼ם 18 90.0% 56 90.3% 532 91.3% 604 92.8% 19 82.6% 1229 91.8%

›ὓ 20 1 62 100.0% 583 100.0% 651 100.0% 23 100.0% 1339 100.0%

◕ ᶋ◕ ԁ ◕ Ỹ ›ὓ

（※） 1.「原則として人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で
互いに隣接」して、2.「それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000人以上を有する地域」 
図表 2-32【出典】令和２年国勢調査人口集中地区境界データ（総務省統計局）に基づき作成 
図表 2-33【出典】令和２年度介護保険事業状況報告に基づき作成（保険者単位で集計を実施） 
図表 2-34【出典】令和２年度介護保険事業状況報告、介護サービス情報の公表システムデータオープンデータ（2022
年 12月末時点）に基づき作成（保険者単位で集計を実施） 
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5) 実施した際の効果・影響 

 

図表 2-35 改定等②の効果・影響 n=17 

  対応できるようになった 対応できなくなった 変わらない わからない 

地域の介護サービスの需要への対応 
17（2）  
(100%) 

0  
(0) 

0  
(0) 

0  
(0) 

利用者のニーズの変化への柔軟な対応 
17（2）  
(100%) 

0  
(0) 

0  
(0) 

0  
(0) 

  増えた 減った 変わらない わからない 

利用者家族等からの苦情や相談 
0  

(0) 
0  

(0) 
2（2）  
(12%) 

15  
(88%) 

事業所職員の負担感 
0  

(0) 
0  

(0) 
1（1）  
(6%) 

16（1）  
(94%) 

  向上した 低下した 変わらない わからない 

提供するサービスの質 
0  

(0) 
0  

(0) 
2（2）  
(12%) 

15  
(88%) 

  改善した 悪化した 変わらない わからない 

経営状況 
1（1）  

(6%) 
0  

(0) 
0  

(0) 
16（1）  
(94%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○「実施した」と回答した自治体のうち（P26 図表 2-26）、措置を実施した効果・影響

については、以下の状況であった。（図表 2-35） 

（補足） 

・17町村のうち、実際に適用した事業所が存在するのは２町村のみ。 

・２町村の回答は上段に括弧書きで示している。 

 

実際に適用した事業所が存在する２町村は、地域の介護サービスの需要への対応及び利用者

のニーズの変化への柔軟な対応について、「対応できるようになった」と回答していた。 

また、利用者家族等からの苦情や相談や提供するサービスの質は「変わらない」と回答して

いた。 

※上段が実数、下段括弧内は割合としているが、n数が少ないため参考値。 
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6) 実施を検討したが、実施に至らなかった理由 

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施を検討したが、実施に至らなかっ

た」と回答した市区町村のうち（P26 図表 2-26）、その理由について、多い順に、「そ

の他」が 60.3%、「提供するサービスの質の低下が懸念されるから」が 30.2%、「事業

所の人員確保策が十分ではなかったから」が 22.2%であった（図表 2-36）。 

 

図表 2-36 改定等②の実施を検討したが、実施に至らなかった理由 

 

  

0.0

0.0

30.2

22.2

14.3

60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体内で当該措置の実施について、承認

が得られなかったから

議会等で当該措置の実施について、承認が

得られなかったから

提供するサービスの質の低下が懸念される

から

事業所の人員確保策が十分ではなかったか

ら

事業所の設備面の整備が十分ではなかった

から

その他

n=63

※複数回答可 
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7) 現在の検討状況と今後の実施予定 

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施を検討中（実施に至っていない）」

と回答した市区町村のうち（P26 図表 2-26）、現在の検討状況と今後の実施予定につ

いて「担当部署内で今後の対応を検討中」が 93.1%、「管内事業所に対するニーズ調査

を実施中」、「その他」がそれぞれ 3.4%であった。（図表 2-37）。 

〇実施の目処は、「令和６年４月」が４件と最も多かった（図表 2-38）。 

 

図表 2-37 改定等②の現在の検討状況と今後の実施予定 

 

 

図表 2-38 改定等②の実施の目処 n=13 

年月 市町村数 年月 市町村数 

令和 4年 10月 1 令和 5年 3月 2 

令和 4年 11月 1 令和 5年 4月 2 

令和 4年 12月 1 令和 5年 10月 1 

令和 5年 1月 1 令和 6年 4月 4 

 

  

93.1

3.4
0.0

0.0
0.0

0.0

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当部署内で今後の対応を検討中

管内事業所に対するニーズ調査等を実施中

条例案を作成中

条例案について、審議会等に意見聴取中

条例案について、議会で審議中

条例の施行待ち

その他

n=29
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8) 実施していない（検討していない）理由 

 

図表 2-39 改定等②を実施していない（検討していない）理由 

 

 

図表 2-40 改定等②の管内事業所におけるニーズの把握状況 

  

7.5

26.4

49.2

39.0

8.3

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改定等の内容を知らなかったから

管内に小多機、看多機がないから

管内事業所から要望や相談がないから

管内に登録定員を超過して利用者を受け

入れているような事業所がないから

提供するサービスの質の低下が懸念され

るから

その他

n=1,229

29.3 70.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

把握している 把握していない
n=782

○令和４年７月までの措置の実施状況について、「実施していない（検討していない）」

と回答した市区町村のうち（P26 図表 2-26）、実施していない（検討していない）理

由について、多い順に「管内事業所から要望や相談がないから」が 49.2%（605件）、

「管内に登録定員を超過して利用者を受け入れているような事業所がないから」が

39.0%（479件）、「管内に小多機、看多機がないから」が 26.4%（325件）であった（図

表 2-39）。 

○「管内事業所から要望や相談がないから」又は「管内に登録定員を超過して利用者を受

け入れているような事業所がないから」と回答した市区町村のうち、管内事業所のニー

ズの把握状況について、「把握している」は 29.3%（229件）、「把握していない」が

70.7%（553件）であった（図表 2-40）。 

※複数回答可 
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図表 2-41 改定等②の管内事業所におけるニーズの把握方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.8

35.8

10.0

53.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管内事業所に当該措置に係るニーズ調査（ア

ンケート等）を実施した

管内事業所に電話で聞き取りした

自治体主催の説明会や勉強会等で聞き取りし

た

その他

n=229

〇「把握している」と回答した市区町村のうち、具体的なニーズ把握方法について、多い

順に、「その他」が 53.7%、「管内事業所に電話で聞き取りした」が 35.8%、「自治体

主催の説明会や勉強会等で聞き取りした」が 10.0%であった。（図表 2-41） 

「その他」の主な回答 

Å 運営推進会議での把握 

Å （月次等の）定期的な報告 

Å 電話以外での聞き取り（日々のやり取りや実地指導時等） 

 

※複数回答可 
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２． 事業所調査票調査結果 

(1) 事業所の基本情報 

1) 小多機事業所 

 

図表 2-42 事業所の種別（小多機） 

 

 

 

図表 2-43 事業開始年月（小多機） n=2,648 

区分 事業開始年月 

平均値 2013年 2月 

最小値 2006年 4月 

最大値 2022年 10月 

※2006 年 3月以前と回答している事業所については除外して集計。 

 

図表 2-44 平均職員数（小多機） n=2,542 図表 2-45 平均定員数（小多機） n=2,473 

職種 常勤換算人数  区分 定員数 

管理者 0.6人  登録定員 26.6人 

介護支援専門員 0.7人  通い定員 15.7人 

介護職員※ 8.9人  宿泊定員 7.4 人 

看護職員 1.0人 

  ※介護職員は n= 2,510  

97.1 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小多機 サテライト型小多機 n=2,691

○事業所の種別について、小多機が 97.1%、サテライト小多機が 2.9%であった。（図表 

2-42） 

○平均事業開始年月は 2013 年２月で、最も古い事業所が 2006 年４月、最も新しい事業

所が 2022年 10月であった。（図表 2-43） 

○平均職員数（常勤換算）について、職種別にみると、管理者が 0.6人、介護支援専門員

が 0.7 人、介護職員が 8.9 人、看護職員が 1.0 人であった（令和 4 年 7 月の実績）。

（図表 2-44） 

○平均定員数について、登録定員が 26.6 人、通い定員が 15.7 人、泊り定員が 7.4 人で

あった（令和 4年 7月の実績）。（図表 2-45） 

※登録定員が 0 及び登録定員よりも利用定員が

大きい事業所は除いて集計。 
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図表 2-46 サービス種別ごとの実利用者数、延べ利用回数 

（令和４年７月の実績） 

小多機 平均実人数 平均延回数 

通い 
33.9 

（n=2,660） 
334.0 

（n=2,665） 

訪問 
24.5 

（n=2,663） 
386.6 

（n=2,667） 

宿泊 
15.9 

（n=2,657） 
131.2 

（n=2,665） 

※整数でないデータ及び実人数と延回数に矛盾があるデータについては除外して集計。 

 

図表 2-47 事業所の法人種別（小多機） 

 

  

32.3

2.0

10.7

5.8

33.4

9.6

0.1

0.9

2.5

2.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会(社協）

医療法人

特定非営利活動法人

株式会社

株式会社以外の営利法人

地方公共団体

社団法人・財団法人

協同組合

その他

○1 事業所あたりのサービス種別ごとの実利用者数、延べ利用回数について、通いでは

33.9人、334.0回、訪問では 24.5人、386.6 回、泊りでは 15.9人、131.2回であった

（令和 4年 7月の実績）。（図表 2-46） 

○事業所の法人種別について、多い順に、株式会社が 33.4％、社会福祉法人（社協以外）

が 32.3％、医療法人が 10.7％であった。（図表 2-47） 

n=2,691 
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図表 2-48 事業所の隣接する敷地等において提供されている介護保険サービス等の有無 

 

  

12.2

0.6

5.4

2.5

13.5

4.0

5.0

1.4

1.6

17.6

2.0

0.2

4.3

6.4

3.8

31.1

1.0

5.9

1.1

5.1

2.2

0.1

0.7

2.5

3.0

10.9

9.6

0.8

1.9

2.9

3.2

5.2

0.6

29.1

0% 10% 20% 30% 40%

1.    訪問介護

2.    訪問入浴介護

3.    訪問看護

4.    訪問リハビリテーション

5.    通所介護

6.    通所リハビリテーション

7.    短期入所生活保護・療養介護

8.    特定施設入居者生活保護

9.    福祉用具貸与・販売

10.  居宅介護支援

11.  定期巡回・随時対応型訪問介護看護

12.  夜間対応型訪問介護

13.  地域密着型通所介護

14.  認知症対応型通所介護

15.  小規模多機能型居宅介護（貴事業所を除く）

16.  認知症対応型共同生活介護

17.  地域密着型特定施設入居者生活介護

18.  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

19.  看護小規模多機能型居宅介護（貴事業所を除…

20.  介護老人福祉施設

21.  介護老人保健施設

22.  介護療養型医療施設

23.  介護医療院

24.  病院

25.  診療所

26.  サービス付き高齢者向け住宅

27.  有料老人ホーム

28.  養護老人ホーム

29.  軽費老人ホーム（ケアハウス、A、B）

30.  地域包括支援センター

31.  総合事業（訪問型サービス）

32.  総合事業（通所型サービス）

33.  総合事業（その他の生活支援サービス）

34.  同一敷地内、隣接する敷地に介護保険サービ…

○事業所の隣接する敷地等において提供されている介護保険サービス等の有無につい

て、多い順に、認知症対応型共同生活介護が 31.1％、同一敷地内、隣接する敷地に介

護保険サービス等はないが 29.1％、居宅介護支援が 17.6％であった。（図表 2-48） 

n=2,691 

※複数回答可 
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2) 看多機事業所 

 

図表 2-49 事業所の種別（看多機） 

 

 

 

図表 2-50 事業開始年月（看多機） n=370 

区分 事業開始年月 

平均値 2018年 12月 

最小値 2015年 4月 

最大値 2022年 5月 

※2015年 3月以前と回答している事業所については除外して集計。 

 

 

図表 2-51 平均職員数（看多機） n=416   図表 2-52 平均定員数（看多機） n=390 

職種 常勤換算人数  区分 定員数 

管理者 0.7人  登録定員 27.6人 

介護支援専門員 0.9人  通い定員 16.5人 

介護職員 9.1人  宿泊定員 7.6 人 

看護職員 4.5人 

※介護職員は n= 412  

98.7 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看多機 サテライト型看多機
n=449

○事業所の種別について、看多機が 98.7%、サテライト看多機が 1.3%であった。（図表 2-

49） 

○平均事業開始年月は 2018年 12月で、最も古い事業所が 2015年４月、最も新しい事業

所が 2022年５月であった。（図表 2-50） 

○平均職員数（常勤換算）について、職種別にみると、管理者が 0.7人、介護支援専門員

が 0.9 人、介護職員が 9.1 人、看護職員が 4.5 人であった（令和 4 年 7 月の実績）。

（図表 2-51） 

○平均定員数について、登録定員が 27.6 人、通い定員が 16.5 人、泊り定員が 7.6 人で

あった（令和 4年 7月の実績）。（図表 2-52） 

※登録定員が 0 及び登録定員よりも利用定員が

大きい事業所は除いて集計。 
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図表 2-53 サービス種別ごとの実利用者数、延べ利用回数 

（令和４年７月の実績） 

小多機 平均実人数 平均延回数 

通い 
22.8 

（n=446） 
325.3 

（n=444） 

訪問 
18.4 

（n=446） 
543.3 

（n=445） 

宿泊 
12.2 

（n=446） 
133.2 

（n=447） 

※整数でないデータ及び実人数と延回数に矛盾があるデータについては除外して集計。 

 

図表 2-54 事業所の法人種別 

 

  

20.0

0.2

22.5

3.1

38.8

5.3

0.2

2.7

3.3

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会(社協）

医療法人

特定非営利活動法人

株式会社

株式会社以外の営利法人

地方公共団体

社団法人・財団法人

協同組合

その他

○１事業所あたりのサービス種別ごとの実利用者数、延べ利用回数について、通いでは

22.8人、325.3回、訪問では 18.4人、543.3回、泊りでは 12.2人、133.2回であった。

（令和４年７月の実績）。（図表 2-53） 

○事業所の法人種別について、多い順に、株式会社が 38.8％、医療法人が 22.5％、社会

福祉法人（社協以外）が 20.0％であった。（図表 2-54） 

n=449 
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図表 2-55 事業所の隣接する敷地等において提供されている介護保険サービス等の有無 

 

  

20.3

0.7

67.7

8.2

11.6

7.6

6.0

0.9

1.6

31.0

9.8

0.7

5.6

3.8

4.2

15.8

0.9

2.7

2.7

3.1

4.7

0.0

0.4

4.7

8.9

17.1

13.4

0.0

0.4

2.0

4.2

4.5

0.4

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.    訪問介護

2.    訪問入浴介護

3.    訪問看護

4.    訪問リハビリテーション

5.    通所介護

6.    通所リハビリテーション

7.    短期入所生活保護・療養介護

8.    特定施設入居者生活保護

9.    福祉用具貸与・販売

10.  居宅介護支援

11.  定期巡回・随時対応型訪問介護看護

12.  夜間対応型訪問介護

13.  地域密着型通所介護

14.  認知症対応型通所介護

15.  小規模多機能型居宅介護（貴事業所を除く）

16.  認知症対応型共同生活介護

17.  地域密着型特定施設入居者生活介護

18.  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

19.  看護小規模多機能型居宅介護（貴事業所を除く）

20.  介護老人福祉施設

21.  介護老人保健施設

22.  介護療養型医療施設

23.  介護医療院

24.  病院

25.  診療所

26.  サービス付き高齢者向け住宅

27.  有料老人ホーム

28.  養護老人ホーム

29.  軽費老人ホーム（ケアハウス、A、B）

30.  地域包括支援センター

31.  総合事業（訪問型サービス）

32.  総合事業（通所型サービス）

33.  総合事業（その他の生活支援サービス）

34.  同一敷地内、隣接する敷地に介護保険サービス等はない

○事業所の隣接する敷地等において提供されている介護保険サービス等の有無につい

て、多い順に、訪問看護が 67.7％、居宅介護支援が 31.0％、訪問介護が 20.3％であっ

た。（図表 2-55） 

n=449 

※複数回答可 
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(2) 改定等①について 

1) 実施状況 

 

図表 2-56 事業所が所在する市町村の改定等①の実施状況 

 

 

図表 2-57 改定等①の事業所の実施状況 

 

※市町村調査票と回答が一致していない事業所については除外して集計。 

 

  

12.7 37.1 50.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

している していない 分からない
n=3,140

0.5 

0.0 

99.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受け入れたことがあり、減算されなかった

受け入れたことがあるが、減算された

受け入れたことはない

n=367（２件）

○事業所が所在する市区町村が登録定員等を超えて利用者を受け入れた場合の報酬減算

を一定の期間行わないこととしているかについて、「している」が 12.7%、「していな

い」が 37.1%、「分からない」が 50.2%であった。（図表 2-56） 

○「している」と回答した事業所のうち、令和３年４月から令和４年７月までの間に定員

を超えた受け入れについて、「受け入れたことがあり、減算されなかった」が 0.5%（小

多機２件）、「受け入れたことはない」が 99.5%（365件）であった。（図表 2-57） 
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2) 実施した際の効果・影響 

 

図表 2-58 改定等①効果・影響 n=2 

 対応できるようになった 対応できなくなった 変わらない わからない 

地域の介護サービスの需要への対応 
2  

(100%) 
0  

(0) 
0 

 (0) 
0  

(0) 

利用者のニーズの変化への柔軟な対応 
0 

 (0) 
0  

(0) 
2  

(100%) 
0 

 (0) 

 増えた 減った 変わらない わからない 

利用者家族等からの苦情や相談 
1 

(50%) 
0  

(0) 
1 

(50%) 
0 

 (0) 

事業所職員の負担感 
0 

 (0) 
0  

(0) 
2  

(100%) 
0 

 (0) 

 向上した 低下した 変わらない わからない 

提供するサービスの質 
0 

 (0) 
0  

(0) 
2  

(100%) 
0  

(0) 

 改善した 悪化した 変わらない わからない 

経営状況 
1 

(50%) 
0 

(0) 
1 

(50%) 
0  

(0) 

 

 

（補足）改定等①実施事業所へのヒアリング結果 

【地域の介護サービスの需要への対応、利用者のニーズの変化への柔軟な対応、経営状況】 

・利用者のニーズに対応するのは事業所としてあるべき姿と考えている。 

・介護サービスの資源が少ない地域で選択肢が少ないため、できるだけ多くの人にサー

ビスを提供することが望ましいと考えている。 

・減算となり経営が苦しくなると事業継続ができなくなり本末転倒であるため、それを

解消する措置と理解している。 

 

【事業所職員の負担感、提供するサービスの質】 

・もともと利用者は多くなく、改定等①に対応する余裕はあった。 

・ある程度のサービス料を見越した上での受け入れであったので、特段の支障は生じて

いない。 

  

○「受け入れたことがあり、減算されなかった」と回答した事業所のうち（P41 図表 2-

57）、実施した効果・影響については、以下の状況であった。（図表 2-58） 

※上段が実数、下段括弧内は割合としているが、n数が少ないため参考値。 
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3) 事業所の適用の意向 

 

図表 2-59 改定等①の適用の意向 

 

 

図表 2-60 改定等①を適用したいと思う理由 

 

 

「その他の主な回答」 

¶ 地域で希望者がいれば、なるべく受け入れたいと思うから 

¶ 過去に待機者がいて、なるべく受け入れたいと思うから 

¶ 事業の収支状況安定のため 

 

28.1 71.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思う 思わない
n=2,742

0.4 

38.4 61.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、登録定員等を超過して受け入れており、報酬減算が適用され

ているから

現在、待機者がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超

えて受け入れられないから

その他

n=771

○事業所が所在する市区町村が登録定員等を超えて利用者を受け入れた場合の報酬減算

を一定の期間行わないこととしているかについて、「していない」又は「分からない」

と回答した事業所が 87.3%（2,742件）であり（P41 図表 2-56）、そのうち、今後、も

し適用された場合（実施済みの場合を含む）に登録定員等を超えて利用者を受け入れた

いと思うかについて、「思う」が 28.1%（771件）、「思わない」が 71.9%（1,971件）

であった。（図表 2-59） 

○「思う」と回答した事業所のうち、その理由について、「現在、登録定員等を超過して

受け入れており、報酬減算が適用されているから」が 0.4%（３件）、「現在、待機者

がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れられないから」が

38.4%（296件）、「その他」が 61.2%（472件）であった。（図表 2-60） 
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○「現在、待機者がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れられ

ないから」と回答した事業所の 1 事業所あたりの平均待機者数は、2.9 人であった。

（図表 2-61） 

 

図表 2-61 現在の待機者数 n=276 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1事業所あたりの平均待機者数＝2.9人 

※未入力及び整数以外の回答については除いて集計している。 

  

待機者数（人） 事業所数 

1 53 

2 98 

3 72 

4 14 

5 22 

6 3 

7 1 

8 1 

9 1 

10 10 

18 1 
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4) 都市規模ごとの適用意向 

○適用の意向を都市規模ごとに集計した結果、町村部に所在する事業所では「適用したい

と思う」と回答した割合が 33.6%であり最多であった。（図表 2-62） 

○「思う」と回答した事業所の待機者の分布を都市規模ごとで見ると、どの都市規模の区

分でも１～３人が多い傾向にあり、特に町村では、10人以上という割合が 7.7%と他と

比べてやや多い傾向が見られた。（図表 2-63） 

 

図表 2-62 都市規模別改定等①の適用意向割合 n=2,742 

 

 

図表 2-63 都市規模別改定等①の待機者数分布 

待機者数

（人） 

政令市 

（n=56） 

中核市

（n=67） 

一般市 

（n=122） 

町村 

（n=26） 

特別区 

（n=5） 

1～3 92.9% 82.1% 75.4% 76.9% 80.0% 

4～6 5.4% 13.4% 18.0% 15.4% 20.0% 

7～9 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 

10～ 1.8% 4.5% 4.1% 7.7% 0.0% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 

  

26.4%

25.5%

28.5%

33.6%

28.0%

73.6%

74.5%

71.5%

66.4%

72.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

政令指定都市

（n=571）

中核市（n=415）

一般市（n=1407）

町村（n=274）

特別区（n=75）

適用したいと思う 適用したいと思わない
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5) 適用したいと思わない理由 

 

図表 2-64 改定等①を適用したいと思わない理由 

 

 

 

  

60.2 

63.1 

49.5 

4.3 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者数が登録定員等を超えることがな

かったから

職員の確保ができないから

提供するサービスの質の低下が懸念される

から

待機者はいるが、地域の他の事業所で代替

可能であるから

その他

n=2,336

○登録定員等を超えて利用者を「受け入れたことはない」（P41 図表 2-57）又は今後も

登録定員等を超えて利用者を受け入れたいと「思わない」（P43 図表 2-59）と回答し

た事業所のうち、それらの理由について、多い順に、「職員の確保ができないから」が

63.1%（1,473 件）、「利用者数が登録定員等を超えることがなかったから」が 60.2%

（1,407件）、「提供するサービスの質の低下が懸念されるから」が 49.5%（1,156件）

であった。（図表 2-64） 

※複数回答可 
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6) 自治体からの周知状況 

 

図表 2-65 改定等①の自治体からの周知の有無 

 

 

 

図表 2-66 改定等①の自治体からの周知方法 

 

  

41.2 58.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった
n=3,140

86.3 

14.8 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通知、事務連絡等

自治体が主催する説明会、勉強会等

その他

n=1,295

○自治体からの周知の有無について、「あった」が 41.2%（1,295件）、「なかった」が

58.8%（1,845件）であった。（図表 2-65） 

○「あった」と回答した事業所のうち、具体的な周知の方法について、「通知、事務連絡

等」が 86.3%、「自治体が主催する説明会、勉強会等」が 14.8%、「その他」が 4.2%で

あった。（図表 2-66） 

※複数回答可 
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(3) 改定等②について 

1) 実施状況 

 

図表 2-67 改定等②の市区町村の実施状況 

 

 

図表 2-68 改定等②の市区町村の実施状況 

 
※市町村調査票と回答が一致していない事業所については除外して集計 

 

  

10.7 46.9 42.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行ってない 分からない n=3,140

0.9 

99.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

引き上げた 引き上げていない n=218

（２件）

○事業所が所在する市区町村は小多機の登録定員等を定めている条例を改正し、登録定

員等の引き上げを行っているかについて、「行っている」が 10.7%、「行ってない」が

46.9%、「分からない」が 42.4%であった。（図表 2-67） 

〇「行っている」と回答した事業所のうち、市町村の登録定員等の引き上げに合わせた登

録定員等の引き上げについて、「引き上げた」が 0.9%（小多機の本体事業所が１件、サ

テライト事業所が１件）、「引き上げていない」が 99.1%（216 件）であった。（図表 2-

68） 
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2) 変更前後の定員の変化 

 

図表 2-69 変更前後の登録定員等 

（単位：人） 

定員の種別 
変更前 変更後 

登録定員 通い定員 宿泊定員 登録定員 通い定員 宿泊定員 

A事業所 29 18 6 32 21 9 

B事業所※ 18 9 3 20 10 3 
※ B事業所はサテライト事業所 

 

図表 2-70 登録定員等の引き上げに当たり大変だったこと 

 

  

２事業所

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体との調整に時間がかかった

人員配置が増えた分の人員の確保が困難で

あった

設備等を整備するための、土地の確保等が

困難であった

設備等を整備するための、経費を確保するこ

とが困難であった

その他

n＝2

○「引き上げた」と回答した事業所（P48 図表 2-68）で変更後の登録定員が 29人（サテ

ライトの場合は 18人）より大きい事業所のうち、小多機の変更前後の登録定員等につ

いて、登録定員は変更前 29 人、変更後 32人、通い定員は変更前 18人、変更後 21人、

宿泊定員は変更前６人、変更後９人、サテライト事業所の変更前後の登録定員等につい

て、登録定員は変更前 18人、変更後 20人、通い定員は変更前９人、変更後 10人、宿

泊定員は変更前後とも３人であった。（図表 2-69） 

○「引き上げた」と回答した２事業所（P48 図表 2-68）の、引き上げにあたって大変だ

ったことについて、「自治体との調整に時間がかかった」であった。（図表 2-70） 

※複数回答可 
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3) 実施した際の効果・影響 

 

図表 2-71 改定等②の効果・影響 n=2 

 対応できるようになった 対応できなくなった 変わらない わからない 

地域の介護サービスの需要への対応 
2  

(100%) 
0  

(0) 
0  

(0) 
0  

(0) 

利用者のニーズの変化への柔軟な対応 
2  

(100%) 
0  

(0) 
0  

(0) 
0  

(0) 

 増えた 減った 変わらない わからない 

利用者家族等からの苦情や相談 
0  

(0) 
0  

(0) 
2  

(100%) 
0  

(0) 

事業所職員の負担感 
2  

(100%) 
0  

(0) 
0  

(0) 
0  

(0) 

 向上した 低下した 変わらない わからない 

提供するサービスの質 
1  

(50%) 
0  

(0) 
1  

(50%) 
0  

(0) 

 改善した 悪化した 変わらない わからない 

経営状況 
2  

(100%) 
0  

(0) 
0  

(0) 
0  

(0) 

 

 

 

  

○「引き上げた」と回答した事業所（P48 図表 2-68）のうち、実施した効果・影響につ

いては、以下の状況であった。（図表 2-71） 

（補足）改定等②実施事業所へのヒアリング結果 
【地域の介護サービスの需要への対応、 
 利用者のニーズの変化への柔軟な対応】 
· 待機者が常にいる状況で、緊急受入の必要性を考えると、定員に余裕をもちたいと考え

ていた。 

· 実際は定員増を超えるニーズが生じてしまい、待機者は増えたが、待機者を早く案内す
ることができた。 

· 通いの定員が増えたことで、既存の利用者の通いのニーズに対応できるようになった。 

【事業所職員の負担感、提供するサービスの質】 
· 定員増に対して職員を増員していないので負担は増えた。 

· ただし、負担は定員増だけが要因ではなく、訪問希望や介護度が上がった利用者が増え
たことにもよる。 

· 管理者が現場に入ることによりカバーしている。 

※上段が実数、下段括弧内は割合としているが、n数が少ないため参考値。 

 

 



47 

4) 事業所の適用の意向 

 

図表 2-72 改定等②適用に係るニーズ 

  

 

図表 2-73 改定等②を適用したいと思う理由 

 

  

21.1 78.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思う 思わない n=2,803

1.2 

40.2 58.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、登録定員等を超過して受け入れており、報酬減算が適用さ

れているから

現在、待機者がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を

超えて受け入れられないから

n=592

○事業所が所在する市区町村は小多機の登録定員等を定めている条例を改正し、登録定

員等の引き上げを行っているかについて、「行っていない」又は「分からない」と回

答した事業所が 89.3%（2,803件）（P48 図表 2-67））、そのうち、今後、もし登録

定員等の基準の上限が引き上げられた場合に、登録定員等を引き上げたいと思うかに

ついて、「思う」が 21.1%（592件）、「思わない」が 78.9%（2,211件）であった。

（図表 2-72） 

○「思う」と回答した事業所のうち、引き上げたいと思う理由について、「現在、登録

定員等を超過して受け入れており、報酬減算が適用されているから」が 1.2%（7件）、

「現在、待機者がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れら

れないから」が 40.2%（238件）、「その他」が 58.6%（347件）であった。（図表 2-

73） 

 

「その他」の主な回答 

Å サービスを希望する方が入れば、受け入れたいと思うから 

Å 今後、登録定員以上の希望者が来る可能性があるから 

Å 会社としての純利益向上のため 
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〇「現在、待機者がいるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れら

れないから」と回答した事業所の１事業所あたりの平均待機者数は、3.0人であった。

（図表 2-74）  

 

図表 2-74 現在の待機者数 n=228  

待機者数（人） 事業所数 

1 31 

2 84 

3 64 

4 8 

5 25 

6 3 

7 1 

8 1 

9 1 

10 10 

１事業所あたりの平均待機者数＝3.0人 

※未入力及び整数以外の回答については除いて集計している。 
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5) 都市規模ごとの適用意向 

○適用の意向を都市規模ごとに集計した結果、町村部に所在する事業所では「適用したい

と思う」と回答した割合が 23.6%と最多であり、次いで政令指定都市に所在する事業所

で 23.2%であった。（図表 2-75） 

○待機者の分布を都市規模ごとで見ると、どの都市規模の区分でも１～３人が多い傾向

にあり、特に町村では、10人の割合が 11.1%とやや多い傾向にあった。（図表 2-76） 

 

図表 2-75 都市規模別改定等②の適用意向割合 n=2,803 

 

 

図表 2-76 都市規模別改定等②の待機者数分布 

待機者数 

（人） 

政令市 

（n=46） 

中核市

（n=55） 

一般市 

（n=103） 

町村 

（n=18） 

特別区 

（n=6） 

1～3 89.1% 78.2% 73.8% 77.8% 83.3% 

4～6 8.7% 16.4% 19.4% 11.1% 16.7% 

7～9 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 

10 2.2% 5.5% 3.9% 11.1% 0.0% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 

 

  

23.2%

19.4%

20.4%

23.6%

18.8%

76.8%

80.6%

79.6%

76.4%

81.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令指定都市

（n=595）

中核市（n=403）

一般市（n=1439）

町村（n=297）

特別区（n=69）

適用したいと思う 適用したいと思わない
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6) 適用したいと思わない理由 

 

図表 2-77 改定等②を適用したいと思わない理由 

 

  

50.3 

0.5 

0.5 

70.5 

50.2 

4.3 

31.7 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者数が登録定員等を超えることがない

から

事業所内で認められなかったから

市区町村から認められなかったから

職員の確保ができないから

提供するサービスの質の低下が懸念される

から

待機者はいるが、地域の他の事業所で代替

可能であるから

施設・設備の改修等が必要となり対応が困

難であるから

その他

n=2,427

○市区町村の登録定員等の引き上げに合わせて登録定員等を「引き上げていない」（P48 

図表 2-68）又は登録定員等の基準の上限が引き上げられた場合も登録定員等を引き上

げたいと「思わない」（P51 図表 2-72）と回答した事業所のうち、それらの理由につ

いて、多い順に、「職員の確保ができないから」が 70.5%（1,711件）、「利用者数が

登録定員等を超えることがないから」が 50.3%（1,221件）、「提供するサービスの質

の低下が懸念されるから」が 50.2%（1,219件）であった。（図表 2-77） 

※複数回答可 
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7) 自治体からの周知状況 

 

図表 2-78 改定等②の自治体からの周知の有無 

  

 

図表 2-79 改定等②の自治体からの周知方法 

 

 

 

  

39.0 61.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった なかった n=3,140

87.1 

14.3 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通知、事務連絡等

自治体が主催する説明会、勉強会

等

その他

n=1,224

○自治体からの周知の有無について、「あった」が 39.0%（1,224件）、「なかった」が

61.0%（1,916件）であった。（図表 2-78） 

〇「あった」と回答した事業所のうち、具体的な周知の方法について、「通知、事務連

絡等」が 87.1%、「自治体が主催する説明会、勉強会等」が 14.3%、「その他」が 4.1%

であった。（図表 2-79） 

※複数回答可 
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３． 職員・利用者調査票調査結果 

(1) 職員調査について 

1) 回答者の基本情報 

 

図表 2-80 回答者の勤務形態 

 

 

 

図表 2-81 回答者の保有資格 

 

 

図表 2-82 回答者の平均経験年数  

区分 年数 

介護（看護）業界全体としての平均経験年数（n=15） 10.8  

そのうち、現在の事業所での平均経験年数（n=14） 5.0  

 

76.9% 23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤 非常勤 n=13

6.7%

13.3%

0.0%

33.3%

0.0%

66.7%

0.0%

20.0%

0.0%

13.3%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初任者研修修了

実務者研修修了

生活援助従事者研修修了

旧ヘルパー２級

旧ヘルパー１級

介護福祉士

社会福祉士・精神保健福祉士

介護支援専門員

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

看護師・准看護師

その他 n=15

○回答者の勤務形態について、「常勤」が 76.9%、「非常勤」が 23.1%であった。（図表 

2-80） 

○回答者の保有資格について、「介護福祉士」が 66.7%と最も多く、次いで、「旧ヘルパ

ー２級」33.3%、「介護支援専門員」20.0%であった。（図表 2-81） 

○回答者の介護（看護）業界全体としての平均経験年数は 10.8年、そのうち、現在の事

業所での平均経験年数 5.0年であった（図表 2-82） 

※複数回答可 
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2) 職員の勤務への影響 

 

図表 2-83 勤務日数の変化 

 

 

図表 2-84 職員の負担感 

 

 

図表 2-85 職員の負担感（改定等①、②別集計） 

改定等①                 改定等② 

  

100.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務日数等に変更は無い 勤務日数等に変更はあった
n=15

6.7%

0.0%

93.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

負担が増えた 負担が減った 特に変わりなし

n=15

○勤務日数の変化について、「変更はない」が 100.0%（15件）だった。（図表 2-83）  

○職員の負担感について、「特に変わりなし」が 93.3%（13 件）、「負担が増えた」が

6.7%（２件）であった。負担が増えた際の理由としては、「時間内に業務が終わらない」

との回答があった。（図表 2-84） 

１件

0%

４件

負担が増えた 負担が減った
特に変わりなし

n=5

１件

0%

９件

負担が増えた 負担が減った
特に変わりなし

n=10

（２件） 

（13 件） 
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3) 利用者への対応の変化 

 

図表 2-86 利用者への対応の変化 

 
 

 

図表 2-87 利用者への対応が変化した具体的な内容 

 
 

  

86.7% 13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

変わらない 変わったところがある
n=15

（２件）

0

0

0

2件

1件

1件

0

利用者の状態変化について早く気がつけるように

なった

職員同士で情報共有やよりよい介護への提案がで

きるようになった

利用者やその家族の話を聞く時間がもてるように

なった

ケアに余裕がなくなった

職員同士の情報共有やよりよい介護への提案がし

にくくなった

利用者やその家族の話を聞く時間がもてなくなっ

た

その他
n=2

○利用者への対応の変化について、「変わらない」が 86.7%（13件）、「変わったところ

がある」は 13.3%（２件）だった。（図表 2-86） 

〇具体的に変わったことについて、「ケアに余裕がなくなった」が２件、「職員同士の情

報共有やより良い介護への提案がしにくくなった」「利用者やその家族の話を聞く時間

が持てなくなった」が 1件であった。（図表 2-87） 

※複数回答可 

（13 件） 
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(2) 利用者調査について 

1) 回答者の基本情報 

 

図表 2-88 調査票の記入者 

 

 

図表 2-89 回答者の要介護度 n=15 

要介護度 人数 割合 

要支援１ 1 6.7% 

要支援２ 1 6.7% 

要介護１ 6 40.0% 

要介護２ 4 26.7% 

要介護３ 1 6.7% 

要介護４ 2 13.3% 

要介護５ 0 0.0% 

 

図表 2-90 回答者の利用開始年月 n=15 

区分 事業開始年月 

平均値 2020年 3月 

最小値 2018年 9月 

最大値 2022年 8月 

 

13.3% 13.3% 73.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者本人
利用者本人（ご家族が代筆）
利用者本人（事業所職員が代筆）
その他

n=15

○調査票の記入者について、「利用者本人」が 13.3%（２件）、「利用者本人（ご家族が

代筆）」は 13.3%（２件）、「利用者本人（事業所職員が代筆）」は 73.3%（11件）で

あった。（図表 2-88） 

○回答者の要介護度について、「要介護１」が 40.0%と最も多く、次いで、「要介護２」

が 26.7%、「要介護４」が 13.3%であった。（図表 2-89） 

○回答者の平均利用開始年月は 2020 年３月で、最も早い開始が 2018 年９月、最も近い

開始が 2022年８月であった。（図表 2-90） 
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2) サービスの利用への影響 

 

図表 2-91 サービスの利用状況の変化 

 

 

3) 職員の対応の変化 

 

図表 2-92 職員の対応の変化 

 

 

図表 2-93 職員の対応の変化とその具体的な内容（改定等①、②別集計） 

改定等①                 改定等② 

  

 

 

  

100.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービスの内容に変更はない サービスの内容に変更があった
n=15

80% 20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

変わらない 変わったところがある
n=15

○サービスの利用状況の変化について、「変更はない」が 100.0%だった。（図表 2-91） 

○事業所の職員の対応の変化について、「変わらない」が 80%（12件）、「変わったとこ

ろがある」は 20%（３件）だった。（図表 2-92） 

４件 １件

変わらない 変わったところがある

n=5

８件 ２件

変わらない 変わったところがある

n=10

レクリエーションや定期的

な行事（アクティビティ）の

時間が短くなった（１件） 

悩み事、困りごとをよく聞いてくれるようになった（２件） 

レクリエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時

間が増えた（２件） 

※割合は n 数が少ないため参考値。 

（12 件） （３件） 
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図表 2-94 職員の対応の変化の具体的な内容

 
 

 

 

  

0

2件

0

2件

0

0

0

0

1件

0

0

言葉遣い・身だしなみ・態度等が良くなった

悩み事、困りごとをよく聞いてくれるように

なった

訪問日時やサービス提供時間、約束の送迎の時

間通りに来てくれるようになった

レクリエーションや定期的な行事（アクティビ

ティ）の時間が増えた

事業所内や宿泊室が綺麗になった

言葉遣い・身だしなみ・態度等が悪くなった

悩み事、困りごとを聞いてくれる機会が減った

訪問日時やサービス提供時間、約束の送迎の時

間に遅れるようになった

レクリエーションや定期的な行事（アクティビ

ティ）の時間が短くなった

事業所内や宿泊室の清掃が行き届かなくなった

その他

n=3

〇具体的に変わったことについて、「悩み事、困りごとをよく聞いてくれるようになっ

た」「レクリエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時間が増えた」が２件、

「レクリエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時間が短くなった」が１件で

あった。（図表 2-94） 

※複数回答可 
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４． ヒアリング調査結果 

(1) 改定等①の適用事例 

1) 長野県坂城町 

 

וֹ    

 

ḱ Ḳ1.4  ẓ65 Ḳ0.5 ṕ 35.1 ṾṖ 

ḱ Ḳ ể ẓּל Ḳ ể 

ḱ Ḳ800  

ḱ ṕ65 ṖḲ15.9%  

ḱ ṇ Ḳ3.6% ḭḱDIDḲ ︡ 

︡  

 

ểצּ טּ

כֿ פּ ḭ צּ

טּ ḭ צּ

ךּ טּ Ḯ 

ṇ ḭשּ

ךּ ḭ ḭ

צּ קּ ︡ כֿלּךּ  Ḯךּ

טּ

 

 

ṕJ ḭ

ṇḭ Ṗ

ḭ פּ

Ḯ 

ḭנּ ︢

ṇ ︡ קּךּ ךּ ḭנּ

︡ ︣ Ḯ 

︡

כֿ  

ḱ  

︡ וֹ

צּ ךּ ḭ ︡

וֹ פּ וֹ

צּ ḭ

ṇ קּ לּ

Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ḭ ︣ כֿ צּ קּ Ḯ

ṇ קּ ︡ ךּ

ḭ  Ḯךּ

ḱ ךּףּ ḭ ṇ ḱ

ṡ צṢּךּ 100Ṿ טּ

Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ שּקּ ךּ Ḯךּ

טּ ḭצּ צּ

נּ ḭ כֿלּךּ  Ḯךּ

ḱ ךּףּ ḭ צּ נּ צּ

20Ṿ טּ ḭצּ ṡ צṢּךּ

100Ṿḭ ךּ ṡ

צṢּךּ 60Ṿ טּ Ḯ 

 
ṇ 

ṇ ︣ ḭ נּ

וֹ כֿ ḭ צּ שּ︡

ḭצּ צּ אל Ḯ 

  

J 町 

基礎情報：人口・65 歳以上人口：令和２年国勢調査（総務省統計局）、要介護者数：令和４年 11 月時点（厚生労働省「介護保険事業状況

報告」）、小多機利用者数：令和４年 1 月時点（厚生労働省「介護保険事業状況報告」）、施設利用率、整備率：令和 4 年 1 月時点（厚生労働

省「介護保険事業状況報告」）。以下同様。保険事業状況報告」）。以下同様。 
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2) 宮崎県日南市 

 

וֹ    

 

ḱ Ḳ5.1  ẓ65 Ḳ2.0 ṕ 38.6ṾṖ 

ḱ Ḳ 2 ẓּל Ḳ ể 

ḱ Ḳ3,563  

ḱ ṕ65 ṖḲ18.4%  

ḱ ṇ Ḳ1.1% ḭḱDIDḲּט  

︡  

 

ḭ 28 Ṍ29

︡ ṇ ףּ ḭ

קּ ךּ טּ ḭ

︡ וֹ ךּ טּצּ Ḯ 

ךּ לּ ︡

ךּ ḭצּ צּ נּ לּ

קּ ￼ ︣ ︡ ḭ

ḱ נּ ךּ לּ ︡

ךּ Ḯ 

ṕẑ ︡

Ṗ 

טּ

 

 

פּ ḭ צּ

לּ ḭצּ Ị

ךּףּ ḭ ḱ

ể ︡ ךּ כֿ פּ ḭ

ḭ צּ ︣ ︡

ךּ Ḯ 

︡ ךּ  Ḯךּ

︡

כֿ  

ḱ  

︡ ḭ ṇ צּ וֹ

שּ︣ ḭ ṇ צּ נּ

Ḯ ︡ ḭ ︡Ḯṕ

נּ Ḯךּ קּ

טּ ḮṖ 

︡ ḭ

︡ שּ︣ Ḯ שּ Ḯ 

︡ ḭ צּ ︡ ḭ

︡ וֹ  ḮṖךּ

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ︡ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ︡ 

ṕ ḱ ṇ Ṗ 

 
ṇ 

צּ ךּ ḭ צּ

︡ ךּ Ḯ 

  

M 市 
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3) 鹿児島県霧島市 

 

וֹ    

 

ḱ Ḳ12.3  ẓ65 Ḳ3.4 ṕ 28.0ṾṖ 

ḱ Ḳ 17ḭ 1 ẓּל Ḳ ể 

ḱ Ḳ6,421  

ḱ ṕ65 ṖḲ18.9% 

ḱ ṇ Ḳ5.3%ḭḱDIDḲּט  

︡  

 

צּ

פּ ךּ טּצּ Ḯ

ḭ ךּ ḭ

ḭ ︡ וֹ

ḭ פּ טּצּ

Ḯ 

צּ 2 ︡

ḭ ︡ Ḯ צּ 9

כֿ 13 ḭ 18 כֿ

23 ︡ Ḯ 

ṕẑ ︡ Ṗ 

טּ

 

 

נּ ︡ ḭ צּ

ḭ ṇ צּ טּ

טּ כֿ פּ ḭ

שּ

︣ קּ ︡ḭ 8

︣ כֿ ︡ Ḯ 

Ṉ 

︡ כֿ

 

ḱ  

ḱ 8 ḭ

9 ︣ כֿ

︡ ףּ ḭ שּ

︣ טּ Ḯ 

ḱ ḭ

︡ ךּ ḭצṕּךּ פּ

ḭ פּ

כֿ ךּ  ṖḮךּ

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ︡ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ2 ḭ

ךּ Ḯךּ 1 ︡

ךּ Ḯ 

ṕ ḱ ṇ Ṗ 

 
ṇ 2  Ḯךּ

 

  

N 市 
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(2) 改定等②の適用事例 

1) 北海道島牧村（後志広域連合） 

 

וֹ    

 

ḱ Ḳ0.14  ẓ65 Ḳ0.06 ṕ 41.6ṾṖ 

ḱ Ḳ 1 ẓּל Ḳ ểṕ ︡ Ṗ 

ḱ * Ḳ3,725  

ḱ ṕ65 Ṗ*Ḳ20.5 % 

ḱ ṇ Ḳ5.3%* ḭḱDIDḲ ︡ 

*  

︡

 

צּ

︣ טּ ḭ ṇ

צּ

︣ כֿ פּ ︣ כֿ צּ

4 טּ Ḯ

צּ ḭשּ ṇ

צּ ךּ ḭ נּ וֹ

︣ טּצּ

Ḯ 

צּ צּ 35

︣ טּ כֿ פּ ḭ

וֹ טּצּ Ḯ 

ךּ ︡

ḭ ( אל פּ(

︣ כֿ ḭ

פּ טּ ḭ

︡ ︡

כֿשּךּ צּ ךּ Ḯ 

טּ

 

 

Ṉ 
צּ ḭצּ

שּ קּ Ḯ 

︡

כֿ  

ḱ  

ṇ ︡

קּ לּ Ḯ 

ṇ צּ קּ

לּ Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ṇ צּ ︡ כֿלּךּ

Ḯךּ צּ אל Ḯ 

ḱ ךּףּ ṇ

ṡ צṢּךּ 100% ḭ

ṡ צṢּךּ 60Ṿ טּ Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ︡ ךּ כֿ

פּ Ḯ 

ḱ ךּףּ ḭ צּ נּ

צּ 0Ṿ טּ ḭ

ךּ ṡ צṢּךּ 100Ṿ טּ

Ḯ 

 
ṇ ּצ ︡ Ḯ 

  

Q 村 
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2) 東京都日の出町 

 

וֹ    

 

ḱ Ḳ1.7  ẓ65 Ḳ0.7 ṕ 38.7ṾṖ 

ḱ Ḳ 2 ẓּל Ḳ ể 

ḱ Ḳ922  

ḱ ṕ65 ṖḲ14.1% 

ḱ ṇ Ḳ4.6 %ḭḱDIDḲ ︡ 

︡  

 

טּ 2 צּ ךּ

כֿ ḭ צּ כֿךּ פּ

︡ Ḯ 

צּ ךּ טּ ḭ וֹ

ךּ

נּ ךּ Ḯ 

ṇ צּ ḭשּ ṇ

ךּףּ

אל ךּ ḭ

︡ Ḯ 

טּ

 

 

ḭוֹ 4 4

פּ ︡ḭ ︡

ệ Ḯ 

Ṉ 

︡

כֿ  

ḱ  

2 ︡

וֹ צּ Ḯ 

פּ ḭ

︡ ךּ צּ ḭ

פּ ךּ טּצּ Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ צּ Ḯ 

ḱ ךּ ︡ כֿ

ךּ ṇ קּ

לּ Ḯ 

ḱ ךּףּ ḭ ṇ

ṡ צṢּךּ 80Ṿḭ

ṡ צṢּצּךּ 100Ṿ טּ

Ḯ 

ṥ ḱ Ṧ 

ḱ ︡ ︡ ךּ ךּ

נּ Ḯ 

ḱ ︡ḭ צּוֹ

ḭשּ צּ צּ

צּ נּ כֿ Ḯ 

ḱ צּ כֿ ṇ

︡ ךּ Ḯ 

ḱ ḭṡ צּ נּ Ṣּצ

20Ṿ טּ ḭצּ ṡ

צṢּךּ 100% ḭ

ךּ ṡ צṢּךּ 60Ṿ טּ Ḯ 

 
ṇ 5Ṿ צּ נּ ךּ Ḯ 

 

 

AG 町 
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(3) 市町村の未実施理由の背景 等 

○事業所からのニーズがあるが実施していない自治体においては、事業所からの相談が

なくニーズを認識していなかったことや、ニーズ調査で要望が挙がってこないこと、登

録者数が 29人に達していない事業所が多いこと、等の理由から対応がされていない状

況であった。 

 

פּ  ṇ טּ  ṕẑṖḭצּ

︡ ךּ ךּ   

 

Ḳ80.4  

ḱ ṇ ךּ פּ ḭצּ וֹ ךּ

ḭשּ פּ ḭ פּ Ḯ 

ḱ ṇ וֹ ṇ טּצּ כֿ צּ קּ ḭ ︡

ṇ וֹ ︡  Ḯךּ

 

Ḳ16.8  

 

ṕẑṖ פּ

ṇ ︡ 

ḱ ṇ ḭ ḱ קּ ṇ

ḭצּ צּ כֿ פּ Ḯ 

ḱ ṇ ךּ טּצּ כֿלּךּ ︡ ךּ

פּ Ḯ ︡ 25 ︡ ףּ ḭ טּצּ

25 ︡ ךּ ḭ ︡ כֿ ḭ

טּ 29 קּ בֿ כֿ צּ קּ כֿלּךּ טּ

Ḯ 

ḱ קּךּ ḭצּךּ פּ פּ פּ צּ צּ ךּ ḭ

קּ בֿ כֿ ︣ כֿ ︡ ךּ Ḯ 

 

Ḳ73.7  

ḱ פּ ךּ קּ ךּ ḭךּ ךּ  Ḯךּ

ḱ ︡ ḭ ṇ צּ ︡ ︡ לּ פּךּ ךּ

טּצּ ḭ ︡ קּ ︡ ךּ ḭצּךּ לּ טּצּ

ḭ ṇ כֿלּ טּ  Ḯלּ

ḱ ḭ ךּ ḭ29 ︡ ךּ ךּ צּ כֿךּ ḭ

כֿךּ פּ ṇ ךּ ︡ Ḯ 

ḱ אל ךּ 29 ︡ ︡

ךּ Ḯ שּךּ טּ ḭצּ ṇ צּ שּ

︡ ︡ Ḯשּךּ ￼ ṇ כֿלּ נּ Ḯ 

 

AH 市 

AI 市 

AJ 市 
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(4) 地方分権提案の背景等について 

 

 

 

  

○令和元年又は令和２年地方分権提案の提案自治体（都道府県）に対して、提案の背景等

についてヒアリングを行った。 

○提案は、事業所におけるニーズ等の実態を踏まえたものではなく、一般的に定員の引き

上げ等を柔軟に行えることは事業所のメリットになると考えたため、提案（賛同）した

という結果であった。 

   

 
Ḳ528  

ṥ Ṧ 
︡ ḭ פּ נּ ךּ וֹ Ḯךּ

ךּ ḭ צּ ︣
ḭ כֿ ךּ ︡ḭ ︡ Ḯ ḭ

︡ ṇ כֿלּךּ ḭשּ
פּ וֹפּקּ Ḯךּ ṕ Ṗ ḭ
פּ טּצּ ︣ ḭצּ ︣
ḭֿכ ךּלּ וֹ כֿ צּ  Ḯךּ

 
ṥ ךּ Ṧ 

︡ ךּ  Ḯךּ

 
Ḳ628  

ṥ Ṧ 
ḭ ךּ ḭ טּצּ ḭ

צּ ︢ טּ ḭנּ ︡
Ḯ 

 
ṥ ךּ Ṧ 

ḭ ︡ ךּ Ḯךּ
ךּ Ḯ 

 
Ḳ57  

ṥ Ṧ 
טּ ḭ פּ טּצּ לּךּ
Ḯךּ ךּ ︡ ṡ18 צּ ךּ צּ

Ṣךּ לּךּ ḭ ḭ ךּ ךּ לּ
טּ ḭצּ ךּ ḭשּ

פּ ︡ טּ לּךּ צּ Ḯ 
 
ṥ ךּ Ṧ 

ḭ ṇ ḭצּ
ṇ פּ Ḯ 

AK 県 

AL 県 

AM 県 
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第３章  調査結果のまとめ 

１． 改定等①の措置の実施状況 

(1) 実施の状況 

○ 市町村における改定等①の実施状況について、「実施した」が 1.2％（16件）、「実施

を検討したが、実施には至らなかった」が 5.4%（72件）、「実施を検討中（実施には至

っていない）」が 2.3%（31件）、「実施していない（検討していない）」が 91.1%（1,220

件）であり、実施した自治体は少数であった。実施した自治体のうち、実際に適用を行

ったものは５件であり、個別にみると、１市を除いて管内に対象事業所が比較的少ない

傾向であった。また、条例は制定したが、現時点では、適用実績がない自治体も見られ

る。 

○ なお、改定等①を実施、あるいは検討している自治体について、人口規模、高齢化率

では傾向の違いは見られなかったが、DID（人口集中地区）が無い自治体は実施割合が

高いという傾向が見られた。 

○ 事業所における改定等①の適用状況については、適用実績がある事業所は２件（小多

機）と少数であった。 

○ ヒアリング調査において、改定等①を実施した自治体、適用を受けた事業所に、それ

ぞれ背景、経緯を確認したところ、自治体では、管内に小多機が少数しか整備されてお

らず、限られた地域資源の中で、小多機の利用ニーズに応えるための方策として、改定

等①の実施に至った事例が挙げられた。 

  他方、事業所では、自治体に介護サービスや医療機関等の資源が少ない中で、認知症

状の方の対応に困り、家族が行き詰まってしまうケースがあったことから、当時の受入

状況を踏まえ、緊急対応や実情に応じてそのような利用者のニーズに対応していくた

めに、自治体と相談をして実施するに至った事例が挙げられた。 

 

(2) 効果・影響 

○ 改定等①を実施したことによる効果・影響について、「実施した」と回答した 16自治

体のうち、全体として「変わらない」「わからない」とする回答が多い傾向であった。

他方、実際に適用を受けた事業所が存在する５自治体においては、「地域の介護サービ

スの需要への対応」及び「利用者のニーズへの柔軟な対応」について、「対応できるよ

うになった」と回答している。 

○ また、改定等①の適用を受けた２事業所については、「地域の介護サービスの需要へ

の対応」については「対応できるようになった」、「事業所職員の負担感」「提供するサ

ービスの質」については「変わらない」、「利用者家族等からの苦情や相談」については

「増えた」「変わらない」としている。 

○ 職員調査では、職員の負担感について、４名（80％）が「特に変わりなし」である一
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方で、１名（20％）が「負担が増えた」としている。 

○ 利用者調査では、「利用サービスの変更の有無」については、「変更はない」が５名

（100%）、職員の対応の変化については、「変わらない」が４名（80％）、「変わったとこ

ろがある」が１名（20%）であり、「変わったところ」の具体的な内容としては、「レク

リエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時間が短くなった」としている。 

○ 事業所へのヒアリング調査においては、効果として、利用者の実情に応じて緊急的な

受け入れが可能になったことや、減算がないことによって収入の安定に繋がるといっ

た点が挙げられた。また、一時的に職員の負担が増加するものの、利用者への対応につ

いて、影響はほとんどないとしている事業所もあった。 

 

(3) 実施していない理由 

○ 「実施していない（検討していない）」と回答した自治体について、その理由を確認

したところ、「管内事業所から要望や相談がないから」が 49.1%（599件）で最多、次い

で「管内に登録定員を超過して利用者を受け入れているような事業所がないから」が

38.8%（473件）であった。 

○ また、「管内事業所から要望や相談がないから」と回答した自治体のうち、管内事業

所のニーズの把握状況について、「把握している」が 27.6%（218件）、「把握していない」

が 72.4%（573件）であった。 

○ 事業所においては、「自事業所が所在する市区町村が登録定員等を超えて利用者を受

け入れた場合の報酬減算を一定の期間行わないこととしているか」について、「してい

ない」又は「分からない」と回答した事業所が 87.3%（2,742 件）であり、そのうち、

「今後、もし適用された場合（実施済みの場合を含む）に登録定員等を超えて利用者を

受け入れたいと思うか」については、「思う」が 28.1%（771件）、「思わない」が 71.9%

（1,971件）であった。 

○ 「思う」と回答した事業所のうち、その理由について、「現在、登録定員等を超過し

て受け入れており、報酬減算が適用されているから」が 0.4%（３件）、「現在、待機者が

いるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れられないから」が

38.4%（296件）、「その他」が 61.2%（472件）であった。 

○ 「思わない」と回答した事業所のうち、その理由について、「職員の確保ができない

から」が 63.1%（1,473件）、「利用者数が登録定員等を超えることがなかったから」60.2%

（1,407 件）、「提供するサービスの質の低下が懸念されるから」が 49.5%（1,156 件）

であった。 

 ○ 自治体へのヒアリング調査においては、改定等①、②を実施していない理由について、

「事業所からの相談がなくニーズを認識していなかった」ことや「ニーズ調査で事業所

からの要望が挙がっていない」ことから、実施や検討には至っていないという状況であ

った。 
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(4) 周知・認知の状況 

○ 自治体における管内事業所への改定等①の周知の状況については、「周知した」が

46.4%（621件）、「周知していない」が 53.6％（718件）であった。 

○ また、事業所に自治体から周知があったかどうかを聞いたところ、「あった」が 41.2%

（1,295件）、「なかった」が 58.8%（1,845件）であった。 

 

２． 改定等②の措置の実施状況 

(1) 実施の状況 

○ 市町村における改定等②の実施状況について、「実施した」が 1.3％（17件）、「実施

を検討したが、実施には至らなかった」が 4.7%（63件）、「実施を検討中（実施には至

っていない）」が 2.2%（30件）、「実施していない（検討していない）」が 91.8%（1,339

件）と実施している自治体は少数であった。実施した自治体のうち、実際に適用を行っ

たものは２件であり、そのうち、１件はサテライト事業所への適用であった。 

○ なお、改定等②を実施及び検討している自治体について、人口規模、高齢化率では傾

向の違いは見られなかったが、DID（人口集中地区）が無い自治体は実施割合が高いと

いう傾向が見られた。 

○ 事業所における改定等②の適用状況について、適用実績がある事業所は小多機の本

体事業所が１件、サテライト事業所が１件と少数であった。 

○ ヒアリング調査において、改定等②を実施した自治体、適用を受けた事業所に、それ

ぞれの背景、経緯を確認したところ、自治体では、人口の少ない地域等に事業所が所在

しており、地域資源の不足から特定の事業所に利用が集中している状況であったため、

今後、新たな事業所の開設予定がないことや、将来的なニーズの減少を踏まえて、改定

等②の実施に至った事例が挙げられた。 

   他方、事業所では、登録者数が 35 人程度まで増加する見込みであることから、受け

皿拡大の必要を感じていたが、サテライト型等の新たな事業所の開設は、地域特性(人

口密度の低さ等)や費用対効果面、介護人材の確保の点等から非効率的であると考え、

自治体と相談をして実施するに至った事例が挙げられた。 

 

(2) 効果・影響 

○ 改定等②を実施したことによる効果・影響について、「実施した」と回答した 17自治

体の全てが、「地域の介護サービスの需要への対応」及び「利用者のニーズへの柔軟な

対応」について、「対応できるようになった」と回答している。その他の設問について

は、全体として「変わらない」「わからない」とする回答が多い傾向であった。他方、

実際に適用を受けた事業所が存在する２自治体においては、「利用者家族等からの苦情

や相談」及び「提供するサービスの質」については、「変わらない」と回答しており、

そのうち１自治体が「経営状況」について、「改善した」と回答している。 
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○ また、改定等②の適用を受けた２事業所については、「地域の介護サービスの需要へ

の対応」、「利用者のニーズへの柔軟な対応」については「対応できるようになった」、

「事業所職員の負担感」については「増えた」、「経営状況」については「改善した」、

「提供するサービスの質」については「向上した」「変わらない」としている。 

○ 職員調査では、職員の負担感について、９名（90％）が「特に変わりなし」である一

方で、１名（10％）が「負担が増えた」としている。 

○ 利用者調査では、「利用サービスの変更の有無」については、「変更はない」が 10名

（100%）、職員の対応の変化については、「変わらない」が８名（80％）、「変わったとこ

ろがある」が２名（20%）であり、「変わったところ」の具体的な内容としては、「悩み

事、困りごとをよく聞いてくれるようになった」、「レクリエーションや定期的な行事

（アクティビティ）の時間が増えた」としている。 

○ 事業所へのヒアリング調査においては、効果として、「待機者を受け入れることが可

能となり、利用者のニーズに応えることができた」といった点が挙げられた。また、定

員の増加に伴って新たに職員を確保していないため、一部職員の負担が増加している

状況であったが、サービスの質は低下していないとしている事業所もあった。 

 

(3) 実施していない理由 

○ 「実施していない（検討していない）」と回答した自治体について、その理由を確認

したところ、「管内事業所から要望や相談がないから」が 49.2%（605件）が最多、次い

で「管内に登録定員を超過して利用者を受け入れているような事業所がないから」が

39.0%（479件）であった。 

○ また、「管内事業所から要望や相談がないから」と回答した自治体のうち、管内事業

所のニーズの把握状況について、「把握している」が 29.3%（229件）、「把握していない」

が 70.7%（553件）であった。 

○ 事業所においては、「自事業所が所在する市町村は小多機の登録定員等を定めている

条例を改正し、登録定員等の引き上げを行っているか」について、「していない」又は

「分からない」と回答したが事業所 89.3%（2,803件）、そのうち、「今後、もし登録定

員等の基準の上限が引き上げられた場合に、登録定員等を引き上げたいと思うか」につ

いては、「思う」が 21.1%（592件）、「思わない」が 78.9%（2,211件）であった。 

○ 「思う」と回答した事業所のうち、その理由について、「現在、登録定員等を超過し

て受け入れており、報酬減算が適用されているから」が 1.2%（7件）、「現在、待機者が

いるが、報酬減算が適用されるため登録定員等を超えて受け入れられないから」が

40.2%（238件）、「その他」が 58.6%（347件）であった。 

○ 「思わない」と回答した事業所のうち、その理由として、「職員の確保ができないか

ら」が 70.5%（1,711件）、「利用者数が登録定員等を超えることがなかったから」が 50.3%

（1,221 件）、「提供するサービスの質の低下が懸念されるから」が 50.2%（1,219 件）
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であった。 

 

(4) 周知・認知の状況 

○ 自治体における管内事業所への改定等②の周知の状況について、「周知した」が 43.6%

（583件）、「周知していない」が 56.4％（755件）であった。 

○ また、事業所の自治体から周知があったかどうかを聞いたところ、「あった」が 39.0%

（1,224件）、「なかった」が 61.0%（1,916件）であった。 

 

 

以上のように、改定等①、②を実施、適用している自治体・事業所は少数であったが、実

施している地域においては、当該地域のサービス提供体制を確保する観点から、自治体、事

業所が連携し、それぞれの実情に応じて対応を行っている状況が確認された。 

また、当該措置を実施していない（検討していない）主な理由としては、管内事業所から

の要望や相談がないためにニーズを認識していないことが挙げられたが、一方で事業所に

おいては、仮に自治体が当該措置を実施した場合には、登録定員等を超えて利用者を受け入

れたいと考えており、自治体と事業所でその認識に差があることが明らかになった。 

このため、まずは自治体側において、管内事業所のニーズを正確に把握することが必要で

はないかと考える。また、事業所においては、仮に自治体が当該措置を実施した場合におい

ても、職員の確保ができないことや、サービスの質の低下が懸念されることから、登録定員

等を超えて受け入れたいと思わないという意見もあったことから、自治体においては、措置

の実施、検討にあたって、これらの点を考慮する必要があると考える。 
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5ʽ ằβϥЂ˔РІχל

6ʽὊְ ệ

7ʽζχ χ῟ᴮʺֲố

ᵺ χם☼τ♩ϣσΤμθ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢΚοψϘϥϜχ οτ̓ˣ



 

 

 

ἇ σ ם ᶤ›

И˔Їʺ ΥσΜΤϣ 31 83.8%

Ԍχᶎ Υ₉ πΚϥΤϣ 2 5.4%

ⱧỘ χ Ϭ ΰοΜϥΤϣ 2 5.4%

χṁ Ϭᵠ βϥ› σ ΥσΜΤ

ϣ
1 2.7%

ⱧỘּיḧπ יּ χ₯Υᶈ βϥᴦ

ΥΚϥΤϣ
1 2.7%

ᵕ 1

ᵕ 37 100%

ᵕ יּ 38

͑

ם ᶤ›

1 π₈ῇχ ᴂϬᾁ 27 93.1%

2 Ḛ ⱧỘ τ βϥИ˔Ї ₰ Ϭם☼ 1 3.4%

3 ӛϬ⌠ 0 0.0%

4 ӛτνΜοʺ ṳᵓ τӪᾋ ︡ 0 0.0%

5 ӛτνΜοʺṳᵓπ ṳ 0 0.0%

6 χ☼“ κ 0 0.0%

7 ζχ 1 3.4%

ᵕ יּ 29 100%

ם ᶤ›

4 10Ὦ 1 7.7%

4 11Ὦ 1 7.7%

4 12Ὦ 1 7.7%

5 1Ὦ 1 7.7%

5 3Ὦ 2 15.4%

5 4Ὦ 2 15.4%

5 10Ὦ 1 7.7%

6 4Ὦ 4 30.8%

ᵕ 16

ᵕ 13 100%

ᵕ יּ 29

͑

ם ᶤ›

1 ᵠ χ Ϭ ϣσΤμθΤϣ 92 7.5%

2 Ḛ τ ṐʺḘ ṐΥσΜΤϣ 325 26.4%

3 Ḛ ⱧỘ Τϣ Ϟ ΥσΜΤϣ 605 49.2%

4
Ḛ τ ԌϬ ᵃΰο Ϭיּ Ϊ Ϧ

οΜϥϢΞσⱧỘ ΥσΜΤϣ
479 39.0%

5

ằβϥЂ˔РІχלχ ᴞΥὼ ήϦϥΤ

ϣ 102 8.3%

6 ζχ 84 6.8%

ᵕ יּ 1229

ᵺ χᾝ∕χᾁ ệρ₈ῇχם☼ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻ

χ☼ם ˢ ⱫϬ ˣ

ᵺ Ϭם☼ΰοΜσΜˢᾁ ΰοΜσΜˣ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢΚοψϘϥ

Ϝχ οτ˓ˣ

☼ם ˢ1νᵕ ˣ



 

 

 

 

  

͑

ם ᶤ›

1 ӃΰοΜϥ 229 29.3%

2 ӃΰοΜσΜ 553 70.7%

ᵕ יּ 782 100%

͑

ם ᶤ›

1
Ḛ ⱧỘ τ ᵺ τἰϥИ˔Ї ₰ˢϯ

рϾ˔Е ˣϬם☼ΰθ
11 4.8%

2 Ḛ ⱧỘ τ π Φ︡Ϥΰθ 82 35.8%

3
ꜛⱵ ︠℗χ ᵓϞ ếᵓ π Φ︡Ϥΰ

θ
23 10.0%

4 ζχ 123 53.7%

ᵕ יּ 229

Ḛ ⱧỘ χ ᵺ τἰϥИ˔Їχ Ӄ ệτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ1νᵕ ˣ

Ḛ ⱧỘ χ ᵺ τἰϥИ˔Їχ Ӄ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢΚοψϘϥϜχ

οτ˓ˣ



 

 
 

˲ⱧỘ ₰˳

ᵕ ⱧỘ 3140

Ξκʺ ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐ 2691

ΞκʺḘῐ ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐ 449

͎ ⱧỘ χ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ԁᵕ ˣ

ם ᶤ›

1
ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐⱧỘ ˢӟᴞˮ Ṑ˯ρΜ

Ξʻˣ
2612 97.1%

2 ЂГжϱЕἷ Ṑ 79 2.9%

ᵕ יּ 2691 100%

ם ᶤ›

3
Ḙῐ ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐⱧỘ ˢӟᴞˮḘ Ṑ˯

ρΜΞʻˣ
443 98.7%

4 ЂГжϱЕἷḘ Ṑ 6 1.3%

ᵕ יּ 449 100%

͎ ⱧỘᵫ◐ ὮτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ЫЕзϼІˣ

Ṑ

ỡ Ω Ω

ⱧỘᵫ◐ Ὦˢ ˣ˲ʹʹʹ˳ 2013 2Ὦ2006 4Ὦ2022 10Ὦ

ᵕ 43

ᵕ יּ 2648

ᵕ יּ 2691

̞2006 3Ὦӟ ρᵕ ΰοΜϥⱧỘ τνΜοψ ᵰΰο ὓʻ

Ḙ Ṑ

ỡ Ω Ω

ⱧỘᵫ◐ Ὦˢ ˣ˲ʹʹʹ˳ 2018 12Ὦ2015 4Ὦ2022 5Ὦ

ᵕ 79

ᵕ יּ 370

ᵕ יּ 449

̞2015 3Ὦӟ ρᵕ ΰοΜϥⱧỘ τνΜοψ ᵰΰο ὓʻ

͎

Ṑ

ם ᶤ›

1 ᵓזּ ♅ ˢּזẸӟᵰˣ 868 32.3%

2 ᵓזּ ♅Ẹṳᵓ(ּזẸˣ 54 2.0%

3 Ӻ 289 10.7%

4 ְ ᶨ 157 5.8%

5 ᶴ꜠ᵓּז 898 33.4%

6 ᶴ꜠ᵓּזӟᵰχְ 259 9.6%

7 ῝Ặ 2 0.1%

8 זּ ʾ∞ 23 0.9%

9 Ẹ › 67 2.5%

10 ζχ 74 2.7%

ᵕ יּ 2691 100%

ϯрϾ˔Е ₰ʹ ὓ

ṝⱧỘ ρ ԁ ʺΚϥΜψ βϥ τΣΜο ằήϦοΜϥᵒῐ ᾑЂ˔РІ ˢ χ

Υְ֫βϥⱧỘ ϬḯϚʻˣτνΜοΣ ΠΨιήΜʻ



 

 
 

Ḙ Ṑ

ם ᶤ›

1 ᵓזּ ♅ ˢּזẸӟᵰˣ 90 20.0%

2 ᵓזּ ♅Ẹṳᵓ(ּזẸˣ 1 0.2%

3 Ӻ 101 22.5%

4 ְ ᶨ 14 3.1%

5 ᶴ꜠ᵓּז 174 38.8%

6 ᶴ꜠ᵓּזӟᵰχְ 24 5.3%

7 ῝Ặ 1 0.2%

8 זּ ʾ∞ 12 2.7%

9 Ẹ › 15 3.3%

10 ζχ 17 3.8%

ᵕ יּ 449 100%

͎

Ṑ

ם ᶤ›

1 ᵒῐ 327 12.2%

2 ᵒῐ 17 0.6%

3 Ḙῐ 145 5.4%

4 зМРзГ˔Єдр 67 2.5%

5 ᵒῐ 362 13.5%

6 зМРзГ˔Єдр 107 4.0%

7 ṍ ᶨ ῐʾ ᵒῐ 134 5.0%

8 ☼ ạּי ᶨ ῐ 38 1.4%

9 ♅ ἇ ʾ 42 1.6%

10 ạ ᵒῐ◦כ 474 17.6%

11 ṍ ᵕʾ Ⱳ ᴂἷ ᵒῐḘῐ 53 2.0%

12 ḧ ᴂἷ ᵒῐ 5 0.2%

13 ӽ ἷ ᵒῐ 115 4.3%

14 ᴂἷ ᵒῐ 171 6.4%

15 ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐˢṝⱧỘ Ϭ Ψˣ 102 3.8%

16 ᴂἷẶ ᶨᵒῐ 837 31.1%

17 ӽ ἷ ☼ ạּי ᶨᵒῐ 27 1.0%

18 ӽ ἷᵒῐ ♅☼ יּ ᶨᵒῐ 160 5.9%

19 Ḙῐ ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐˢṝⱧỘ Ϭ Ψˣ 29 1.1%

20 ᵒῐ ♅☼ 136 5.1%

21 ᵒῐ ὲ☼ 58 2.2%

22 ᵒῐ ἷӺ ☼ 4 0.1%

23 ᵒῐӺ Ԛ 18 0.7%

24 Ԛ 67 2.5%

25 81 3.0%

26 Ђ˔РІ Φ‰ ΰΪיּ 294 10.9%

27 Ш˔Э 258 9.6%

28 ῐ Ш˔Э 21 0.8%

29 ὖ Ш˔ЭˢϾϯМϳІʺAʺBˣ 52 1.9%

30 ӽ ᶧ◦כЈрЌ˔ 77 2.9%

31 ›ⱧỘˢ ἷЂ˔РІˣ 86 3.2%

32 ›ⱧỘˢ ἷЂ˔РІˣ 140 5.2%

33 ›ⱧỘˢζχ χ ᶨ◦כЂ˔РІˣ 15 0.6%

34
ԁ ʺ βϥ τᵒῐ ᾑЂ˔РІ ψσ

Μ
783 29.1%

ᵕ יּ 2691

ṝⱧỘ ρ ԁ ʺΚϥΜψ βϥ τΣΜο ằήϦοΜϥᵒῐ ᾑЂ˔РІ ˢ χ

Υְ֫βϥⱧỘ ϬḯϚʻˣτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ˣ



 

 
 

Ḙ Ṑ

ם ᶤ›

1 ᵒῐ 91 20.3%

2 ᵒῐ 3 0.7%

3 Ḙῐ 304 67.7%

4 зМРзГ˔Єдр 37 8.2%

5 ᵒῐ 52 11.6%

6 зМРзГ˔Єдр 34 7.6%

7 ṍ ᶨ ῐʾ ᵒῐ 27 6.0%

8 ☼ ạּי ᶨ ῐ 4 0.9%

9 ♅ ἇ ʾ 7 1.6%

10 ạ ᵒῐ◦כ 139 31.0%

11 ṍ ᵕʾ Ⱳ ᴂἷ ᵒῐḘῐ 44 9.8%

12 ḧ ᴂἷ ᵒῐ 3 0.7%

13 ӽ ἷ ᵒῐ 25 5.6%

14 ᴂἷ ᵒῐ 17 3.8%

15 ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐˢṝⱧỘ Ϭ Ψˣ 19 4.2%

16 ᴂἷẶ ᶨᵒῐ 71 15.8%

17 ӽ ἷ ☼ ạּי ᶨᵒῐ 4 0.9%

18 ӽ ἷᵒῐ ♅☼ יּ ᶨᵒῐ 12 2.7%

19 Ḙῐ ṛ Ṑ ἷạ ᵒῐˢṝⱧỘ Ϭ Ψˣ 12 2.7%

20 ᵒῐ ♅☼ 14 3.1%

21 ᵒῐ ὲ☼ 21 4.7%

22 ᵒῐ ἷӺ ☼ 0 0.0%

23 ᵒῐӺ Ԛ 2 0.4%

24 Ԛ 21 4.7%

25 40 8.9%

26 Ђ˔РІ Φ‰ ΰΪיּ 77 17.1%

27 Ш˔Э 60 13.4%

28 ῐ Ш˔Э 0 0.0%

29 ὖ Ш˔ЭˢϾϯМϳІʺAʺBˣ 2 0.4%

30 ӽ ᶧ◦כЈрЌ˔ 9 2.0%

31 ›ⱧỘˢ ἷЂ˔РІˣ 19 4.2%

32 ›ⱧỘˢ ἷЂ˔РІˣ 20 4.5%

33 ›ⱧỘˢζχ χ ᶨ◦כЂ˔РІˣ 2 0.4%

34
ԁ ʺ βϥ τᵒῐ ᾑЂ˔РІ ψσ

Μ
45 10.0%

ᵕ יּ 449

͏

ם ᶤ›

1 ΰοΜϥ 398 12.7%

2 ΰοΜσΜ 1165 37.1%

3 ΤϣσΜ 1577 50.2%

ᵕ יּ 3140 100%

͏

ם ᶤ›

1 Ϊ ϦθάρΥΚϤʺᾚ▄ήϦσΤμθ 2 0.5%

2 Ϊ ϦθάρΥΚϥΥʺᾚ▄ήϦθ 0 0.0%

3 Ϊ ϦθάρψσΜ 365 99.5%

ᵕ 31

ᵕ 367

ᵕ יּ 398 100%

̞◕ ₰ ρᵕ Υԁ ΰοΜσΜⱧỘ τνΜοψ ᵰΰο ὓʻ

ṝⱧỘ Υ ∕βϥ◕Ỹ ψʺᵠ Ϭ ϘΠοʺ Ԍ Ϭ Πο Ϭיּ Ϊ Ϧθ ›χ

ᾚ▄Ϭԁ χṍḧ“ϩσΜάρρΰοΜϘβΤʻˢ ԁᵕ ˣ

ṝⱧỘ τΣΜοʺ 3 4ὮΤϣ 4 7ὮϘπχḧτʺ ԌϬ Πο Ϊ ϦθάρΥΚϤϘβ

ΤʻϘθʺζχ∑τ ᾚ▄Υ“ϩϦϘΰθΤʻˢ ԁᵕ ˣ



 

 

 

͏ ζχ῟ᴮʾֲốτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ԁᵕ ЫЕзϼІˣ

1ʽ ӽχᵒῐЂ˔РІχ ϒχ ᴂ

ם ᶤ›

1 ᴂπΦϥϢΞτσμθ 2 100.0%

2 ᴂπΦσΨσμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 0 0.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

2ʽ χИ˔Їχיּ ᴟϒχ σ ᴂ

ם ᶤ›

1 ᴂπΦϥϢΞτσμθ 0 0.0%

2 ᴂπΦσΨσμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 2 100.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

3ʽ ᴪיּ Τϣχἂ Ϟ

ם ᶤ›

1 Πθ 1 50.0%

2 ᾚμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 1 50.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

4ʽⱧỘ Ԍχ ḇ

ם ᶤ›

1 Πθ 0 0.0%

2 ᾚμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 2 100.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

5ʽ ằβϥЂ˔РІχל

ם ᶤ›

1 ΰ ΰθ 0 0.0%

2 ᴞΰθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 2 100.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

6ʽὊְ ệ

ם ᶤ›

1 ᵠ ΰθ 1 50.0%

2 ӂᴟΰθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 1 50.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%



 

 
 

͏

ם ᶤ›

1 ◕Ỹ τ Ϭ“ϩσΤμθΤϣ 0 0.0%

2
◕Ỹ τ Ϭ“μθΥʺ Υ ϛϣϦσΤμ

θΤϣ
0 0.0%

3 ζχ 0 0.0%

ᵕ יּ 0 0.0%

͏

ם ᶤ›

1 ◘Ξ 771 28.1%

2 ◘ϩσΜ 1971 71.9%

ᵕ יּ 2742 100%

͏ ζχ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ԁᵕ ˣ

ם ᶤ›

1
ᾝ∕ʺ Ԍ Ϭ ᵃΰο Ϊ ϦοΣϤʺ ᾚ

▄Υ ήϦοΜϥΤϣ
3 0.4%

2
ᾝ∕ʺ ṐּיΥΜϥΥʺ ᾚ▄Υ ήϦϥθϛ

Ԍ Ϭ Πο Ϊ ϦϣϦσΜΤϣ
296 38.4%

3 ζχ 472 61.2%

ᵕ יּ 771 100%

ζχ χἇ σ

И˔Їτ ᴂΰθΜ ψπΦϥϢΞτΰοΣΦθΜΤ

ϣ
389 89.0%

Ϭӗ ʺ ᴥήδθΜΤϣ 38 8.7%

ԌρχНжрІϬρϤθΜθϛ 8 1.8%

ІЧ˔ІΥΚϥθϛ 2 0.5%

ᵕ ˢ ḯϚˣ 35

ᵕ 437 100%

ᵕ יּ 472

Ṑּי ˢ ˣ ם ᶤ›

1 53 19.2%

2 98 35.5%

3 72 26.1%

4 14 5.1%

5 22 8.0%

6 3 1.1%

7 1 0.4%

8 1 0.4%

9 1 0.4%

10 10 3.6%

18 1 0.4%

ᵕ 20

ᵕ 276 100%

ᵕ יּ 296

̞ ẉό ӟᵰχᵕ τνΜοψ Μο ὓΰοΜϥʻ

ᵺ Ԍ ᵃṍḧτΣΜοʺ ᵺ χ Ϭ ΪσΤμθ ψςχϢΞσϜχπΰθΤʻ

ˢ ԁᵕ ˣ

₈ῇʺϜΰṝⱧỘ Υ ∕βϥ◕Ỹ τΣΜοʺ Ԍ Ϭ Πο Ϭיּ Ϊ Ϧθ ›τ

ᾚ▄Υ“ϩϦσΤμθρΰθϣˢṌτם☼ↄϙχ ›ϜḯϚˣʺ Ԍ Ϭ Πο Ϭיּ Ϊ Ϧ

θΜρ◘ΜϘβΤʻˢ ԁᵕ ˣ



 

 
 

͏ ζχ ϬΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 יּ Υ Ԍ Ϭ ΠϥάρΥσΤμθΤϣ 1407 60.2%

2 Ԍχᶎ ΥπΦσΜΤϣ 1473 63.1%

3 ằβϥЂ˔РІχלχ ᴞΥὼ ήϦϥΤϣ 1156 49.5%

4
ṐּיψΜϥΥʺ ӽχ χⱧỘ π ᴦ πΚϥ

Τϣ
101 4.3%

5 ζχ 106 4.5%

ᵕ יּ 2336 100%

͏ ᵠ χ τνΜοʺꜛⱵ Τϣ ΥΚϤϘΰθΤʻˢ ԁᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 Κμθ 1295 41.2%

2 σΤμθ 1845 58.8%

ᵕ יּ 3140 100%

͏ ꜛⱵ ΤϣςχϢΞσ π ΥΚϤϘΰθΤʻˢ ᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 ʺⱧ 1117 86.3%

2 ꜛⱵ Υ︠℗βϥ ᵓʺ ếᵓ 192 14.8%

3 ζχ 54 4.2%

ᵕ יּ 1295 100%

͐

ם ᶤ›

1 “μοΜϥ 337 10.7%

2 “μοσΜ 1473 46.9%

3 ΤϣσΜ 1330 42.4%

ᵕ יּ 3140 100%

͐

ם ᶤ›

1 ԏΦ Ϋθ 2 0.9%

2 ԏΦ ΫοΜσΜ 216 99.1%

ᵕ 119

ᵕ 218 100%

ᵕ יּ 337

̞◕ ₰ ρᵕ Υԁ ΰοΜσΜⱧỘ τνΜοψ ᵰΰο ὓ

͐ ζχ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ЫЕзϼІˣ

ỡ

1 ˲   ˳ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 24

2 ˲   ˳ Μχ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 14

3 ˲   ˳ Ϥχ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 5

4 ˲  ῇ˳ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 26

5 ˲  ῇ˳ Μχ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 16

6 ˲  ῇ˳ Ϥχ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 6

ᵕ יּ 2

ṝⱧỘ Υ ∕βϥ◕Ỹ ψʺᵠ Ϭ ϘΠοʺ Ṑχ Ԍ Ϭ ϛοΜϥ Ϭᵠ

ΰʺ Ԍ χԏΦ ΫϬ“μοΜϘβΤʻˢ ԁᵕ ˣ

ṝⱧỘ πψʺ◕Ỹ χ Ԍ χԏΦ Ϋτ›ϩδοʺ ͏ ͔ὮΤϣ 4 ͓ὮϘπχḧτ

Ԍ Ϭῡ π ϛϥϜχˢ̞ˣӟ τԏΦ ΫϘΰθΤʻˢ ԁᵕ ˣ

ˢ̞ˣ◙ ӽ ἷЂ˔РІχⱧỘχ Ԍʺ ְ֫τḩβϥṁ 66



 

 

 

͐ Ԍ χԏΦ ΫτΚθϤʺ ιμθχψςχϢΞσάρπβΤʻˢ ᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 ꜛⱵ ρχ τⱲḧΥΤΤμθ 2 100.0%

2 Ԍ Υ Πθ χ Ԍχᶎ Υ₉ πΚμθ 0 0.0%

3
Ϭ βϥθϛχʺ χᶎ Υ₉ πΚμ

θ
0 0.0%

4
Ϭ βϥθϛχʺὊ Ϭᶎ βϥάρΥ₉

πΚμθ
0 0.0%

5 ζχ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

͐ ζχ῟ᴮʾֲốτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ԁᵕ ЫЕзϼІˣ

1ʽ ӽχᵒῐЂ˔РІχ ϒχ ᴂ

ם ᶤ›

1 ᴂπΦϥϢΞτσμθ 2 100.0%

2 ᴂπΦσΨσμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 0 0.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

2ʽ χИ˔Їχיּ ᴟϒχ σ ᴂ

ם ᶤ›

1 ᴂπΦϥϢΞτσμθ 2 100.0%

2 ᴂπΦσΨσμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 0 0.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

3ʽ ᴪיּ Τϣχἂ Ϟ

ם ᶤ›

1 Πθ 0 0.0%

2 ᾚμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 2 100.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

4ʽⱧỘ Ԍχ ḇ

ם ᶤ›

1 Πθ 2 100.0%

2 ᾚμθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 0 0.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

5ʽ ằβϥЂ˔РІχל

ם ᶤ›

1 ΰ ΰθ 1 50.0%

2 ᴞΰθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 1 50.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%



 

 

 

6ʽὊְ ệ

ם ᶤ›

1 ᵠ ΰθ 2 100.0%

2 ӂᴟΰθ 0 0.0%

3 ϩϣσΜ 0 0.0%

4 ϩΤϣσΜ 0 0.0%

ᵕ יּ 2 100%

͐

ם ᶤ›

1 ◘Ξ 592 21.1%

2 ◘ϩσΜ 2211 78.9%

ᵕ יּ 2803 100%

͐ ζχ τνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ԁᵕ ˣ

ם ᶤ›

1
ᾝ∕ʺ Ԍ Ϭ ᵃΰο Ϊ ϦοΣϤʺ ᾚ

▄Υ ήϦοΜϥΤϣ
7 1.2%

2
ᾝ∕ʺ ṐּיΥΜϥΥʺ ᾚ▄Υ ήϦϥθϛ

Ԍ Ϭ Πο Ϊ ϦϣϦσΜΤϣ
238 40.2%

3 ζχ 347 58.6%

ᵕ יּ 592 100%

ζχ χἇ σ

И˔Їτ ᴂΰθΜ ψπΦϥϢΞτΰοΣΦθΜΤ

ϣ
252 57.7%

Ϭӗ ʺ ᴥήδθΜΤϣ 45 10.3%

ԌρχНжрІϬρϤθΜθϛ 2 0.5%

ІЧ˔ІΥΚϥθϛ 2 0.5%

ᵕ ˢ ḯϚˣ 46

ᵕ 301 69%

ᵕ יּ 347

Ṑּי ˢ ˣ ם ᶤ›

1 31 13.6%

2 84 36.8%

3 64 28.1%

4 8 3.5%

5 25 11.0%

6 3 1.3%

7 1 0.4%

8 1 0.4%

9 1 0.4%

10 10 4.4%

ᵕ 10

ᵕ 228 100%

ᵕ יּ 238

̞ ẉό ӟᵰχᵕ τνΜοψ Μο ὓΰοΜϥʻ

₈ῇʺϜΰ Ԍ χṁ χ ᾢˢᾝ“χ ԌψΩ 29 ϘπˣΥԏΦ ΫϣϦϥ ›ʺάϦτ

›ϩδοʺṝⱧỘ χ Ԍ ϬԏΦ ΫθΜρ◘ΜϘβΤʻˢ ԁᵕ ˣ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

͐ ζχ ϬΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 יּ Υ Ԍ Ϭ ΠϥάρΥσΜΤϣ 1221 50.3%

2 ⱧỘ π ϛϣϦσΤμθΤϣ 11 0.5%

3 ◕Ỹ Τϣ ϛϣϦσΤμθΤϣ 11 0.5%

4 Ԍχᶎ ΥπΦσΜΤϣ 1711 70.5%

5 ằβϥЂ˔РІχלχ ᴞΥὼ ήϦϥΤϣ 1219 50.2%

6
ṐּיψΜϥΥʺ ӽχ χⱧỘ π ᴦ πΚϥ

Τϣ
104 4.3%

7
☼ ʾ χᵠ Υ ρσϤ ᴂΥ₉ πΚϥΤ

ϣ
770 31.7%

8 ζχ 105 4.3%

ᵕ יּ 2427 100%

͐ άχᵠ τνΜοꜛⱵ Τϣ ΥΚϤϘΰθΤʻˢ ԁᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 Κμθ 1224 39.0%

2 σΤμθ 1916 61.0%

ᵕ יּ 3140 100%

͐ ꜛⱵ ΤϣςχϢΞσ π ΥΚϤϘΰθΤʻˢ ᵕ ˣ

ם ᶤ›

1 ʺⱧ 1066 87.1%

2 ꜛⱵ Υ︠℗βϥ ᵓʺ ếᵓ 175 14.3%

3 ζχ 50 4.1%

ᵕ יּ 1224 100%



 

 
 

͑

Ṑ

ᵕ ỡ

1 Ḛ χיּ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2˲ ʹʹ˳ 2542 0.2

2 Ḛ χיּ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2˲ʹ ʹ˳ 2542 0.8

3 Ḛ χיּ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 2542 0.6

4
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 0.2

5
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 0.8

6
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳
2542 0.1

7
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳
2542 0.1

8 ᵒῐ◦כ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 2542 0.7

9
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 5.7

10
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 1.4

11
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 4.6

12
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
2542 0.8

13 ᵒῐ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 2510 8.9

14

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳

2542 5.1

15

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳

2542 1.3

16

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞

1ʼ2˲ʹʹ˳

2542 3.0

17

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞

1ʼ2˲ʹʹ˳

2542 0.5

18
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢ χם

ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
2542 0.6

19
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢέ χם

ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
2542 0.2

20
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢ χ

ם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
2542 0.6

21
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢέ χ

ם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
2542 0.3

22
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ

̞3˲ʹʹ˳
2542 1.0

ᵕ יּ 2691

̞ᵒῐ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣχϙʺ0ρᵕ ΰοΜϥД˔Ќψ ᵰΰο ὓʻ

ṝⱧỘ χ Ԍ ˢ 4 7Ὦ1 Ⱳ ˣτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ᵕ ЫЕзϼІˣ

̞1ʿṝⱧỘ τΣΪϥἸ χỠ ⱲḧΥʺṝⱧỘ τΣΜο Ỡχ ỘּיΥ1 ḧτỠ βϓΦⱲḧ

ӟ πΚϥ ›ψ Ỡ Ԍʺ πΚϥ ›ψ Ỡ Ԍˢᾼ Ἱ τӢϣσΜʻ ᾏ ԌϜḯϛ

ϥʻˣʻ

̞2ʿם τνΜοʺ1 Υ χ Ϭέ ΰοΜϥ ›τψʺ︠θϥ τὓ ΰοΨιήΜʻ

̞3ʿ ỠḊ▄ χ▄ ʿˮ Ԍχ͍ ḧχἸ χ Ⱳḧ˸ṝⱧỘ χ1 ḧχ Ⱳḧ˯το

▄ ΰʺ ӟᴞ ͎ӡϬ◌ּג᾿ ΰοΨιήΜʻσΣʺ1 Υ χ Ϭέ ΰοΜϥ ›ʺζϦ

ηϦχ χ ⱲḧϬὓ▄꜠τ Μο▄ ΰοΨιήΜʻ



 

 

 

Ḙ Ṑ

ᵕ ỡ

1 Ḛ χיּ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳ 416 0.2

2 Ḛ χיּ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳ 416 0.8

3 Ḛ χיּ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 416 0.7

4
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
416 0.3

5
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
416 0.7

6
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳
416 0.1

7
ᵒῐ◦כ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳
416 0.1

8 ᵒῐ◦כ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 416 0.9

9
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
416 6.4

10
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
416 1.3

11
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ2

˲  ʹ˳
416 3.8

12
ᵒῐ Ԍχ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ2

˲ʹʹ˳
416 0.4

13 ᵒῐ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ̞3˲ʹʹ˳ 412 9.1

14

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳

416 5.6

15

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞1ʼ

2˲ʹʹ˳

416 1.0

16

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢ χם ˣ̞

1ʼ2˲ʹʹ˳

416 2.5

17

ᵒῐ ԌχΞκʺᵒῐ Ԍ ᾆיּ ˔ˢẛШיּ

ЭХиО˔2ẘḯϚˣʺם ᾆיּ ᵒῐʺיּ ♅

●χΜγϦΤπΚϥ Ỡ Ԍˢέ χם ˣ̞

1ʼ2˲ʹʹ˳

416 0.4

18
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢ χם

ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
416 2.1

19
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢέ χם

ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
416 1.9

20
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢ χ

ם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
416 1.7

21
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ỡ Ԍˢέ χ

ם ˣ̞1ʼ2˲ʹʹ˳
416 1.0

22
Ḙῐ ԌˢḘῐ◖ʾ Ḙῐ◖ˣχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣ

̞3˲ʹʹ˳
416 4.5

ᵕ יּ 449

̞ᵒῐ Ԍχ Ԍˢ ỠḊ▄ˣχϙʺ0ρᵕ ΰοΜϥД˔Ќψ ᵰΰο ὓʻ



 

 

 

 

 

  

͑

Ṑ

ỡ

1 Ԍ˲ʹʹʹ˳ 26.6

2 Μ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 15.7

3 Ԍ˲ʹʹʹ˳ 7.4

ᵕ 219

ᵕ 2472

ᵕ יּ 2691

̞ ԌΥ0ẉό ԌϢϤϜ ԌΥ ΦΜⱧỘ ψ Μο ὓʻ

Ḙ Ṑ

ỡ

1 Ԍ˲ʹʹʹ˳ 27.6

2 Μ Ԍ˲ʹʹʹ˳ 16.5

3 Ԍ˲ʹʹʹ˳ 7.6

ᵕ 59

ᵕ 390

ᵕ יּ 449

̞ ԌΥ0ẉό ԌϢϤϜ ԌΥ ΦΜⱧỘ ψ Μο ὓʻ

5 ṝⱧỘ χ Μʾ ʾ χ ệˢ 4 7Ὦχם ˣτνΜοΣ ΠΨιήΜʻˢ ˣ

Ṑ

ᵕ ỡ

1 Μχם ˲ʹʹʹ˳ 2660 33.9

2 Μχטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 2665 334.0

3 χם ˲ʹʹʹ˳ 2663 24.5

4 χטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 2667 386.6

5 χם ˲ʹʹʹ˳ 2657 15.9

6 χטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 2665 131.2

ᵕ יּ 2691

̞ πσΜᵕ םʺ ρטᵕ τ ΥΚϥᵕ τνΜοψ ᵰΰο ὓʻ

Ḙ Ṑ

ᵕ ỡ

1 Μχם ˲ʹʹʹ˳ 446 22.8

2 Μχטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 444 325.3

3 χם ˲ʹʹʹ˳ 446 18.4

4 χטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 445 543.3

5 χם ˲ʹʹʹ˳ 446 12.2

6 χטᵕ ˲ʹʹʹ˳ 447 133.2

ᵕ יּ 449

̞ πσΜᵕ םʺ ρטᵕ τ ΥΚϥᵕ τνΜοψ ᵰΰο ὓʻ

ṝⱧỘ χ Ԍʺ Μʾ χ Ԍ ˢ 4 7Ὦ1 Ⱳ ˣτνΜοΣ ΠΨιήΜʻ

ˢ ᵕ ЫЕзϼІˣ



 

 

 

˲ Ԍ ₰˳

ᵕ ⱧỘ 15

Ξκʺᵠ 5

Ξκʺᵠ 10

0 Ω τʺΚσθˢέᵕ ꜛˣέיּ τνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ

0 Ỡ Ἱ

ם ᶤ›

1 Ỡ 10 76.9%

2 Ỡ 3 23.1%

ᵕ 2

ᵕ 13 100%

ᵕ יּ 15

0 Ɫᶊ

ם ᶤ›

1 ᾆיּ 1 6.7%

2 ם ᾆיּ 2 13.3%

3 ᶨכ Ⱨּיᾆ 0 0.0%

4 ẛХиО˔͎ẘ 5 33.3%

5 ẛХиО˔͍ẘ 0 0.0%

6 ᵒῐ ♅● 10 66.7%

7 ᵓזּ ♅●ʾ ὲ ♅● 0 0.0%

8 ᵒῐ◦כ Ԍ 3 20.0%

9 ᶘ ●ʾ⌠Ộ ●ʾᾠ῎ ᶐ● 0 0.0%

10 Ḙῐ◖ʾ Ḙῐ◖ 2 13.3%

11 ζχ 1 6.7%

ᵕ יּ 15

0 Ὂᾓ

ᵒῐˢḘῐˣỘᵦ ρΰοχ ỡὊᾓ 10.8

ζχΞκʺᾝ∕χⱧỘ πχ ỡὊᾓ 5.0

1

1

ם ᶤ›

1 Ỡ τ  ψ Μ 15 100.0%

2 Ỡ τ  ψΚμθ 0 0.0%

ᵕ יּ 15 100%

ϯрϾ˔Е ₰ʹ ὓ

Ỡ ήϦοΜϥⱧỘ ψʺ ͐ ͓Ὦτ ԌϬ͎͕ Τϣ͏͎ τ  ΰϘΰ

θʻζχ ῇχỠ ệτνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ

͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθχỠ τ ᴟΥΚϤϘΰθΤʻ  ΥΚμθ ›

ψʺζχ ệτνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ



 

 

 

  

͍ ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθχ ḇτνΜο ᴟΥΚϤϘΰθΤʻ

ם ᶤ›

1 Υ Πθ 1 6.7%

2 Υᾚμθ 0 0.0%

3 τ ϩϤσΰ 14 93.3%

ᵕ יּ 15 100%

˲ᵠ χϙχ ὓ˳

͍ ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθχ ḇτνΜο ᴟΥΚϤϘΰθΤʻ

ם ᶤ›

1 Υ Πθ 1 20.0%

2 Υᾚμθ 0 0.0%

3 τ ϩϤσΰ 4 80.0%

ᵕ יּ 5 100%

˲ᵠ χϙχ ὓ˳

͍ ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθχ ḇτνΜο ᴟΥΚϤϘΰθΤʻ

ם ᶤ›

1 Υ Πθ 1 10.0%

2 Υᾚμθ 0 0.0%

3 τ ϩϤσΰ 9 90.0%

ᵕ יּ 10 100%

͍ ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθχ ϒχיּ ᴂτ ᴟΥΚϤϘΰθΤʻ

ʹʹ

ם ᶤ›

1 ϩϣσΜ 13 86.7%

2 ϩμθράϧΥΚϥ 2 13.3%

ᵕ יּ 15 100%

͍

ם ᶤ›

1 χיּ ᴟτνΜο ΨṓΥνΪϥϢΞτσμθ0 0.0%

2 Ԍ ●π Ặ ϞϢϤϢΜᵒῐϒχ ӛΥπΦϥϢΞτσμθ0 0.0%

3 Ϟζχᴪיּ χ Ϭ ΨⱲḧΥϜοϥϢΞτσμθ0 0.0%

4 Ͼϯτ ΥσΨσμθ 2 100.0%

5 Ԍ ●χ Ặ ϞϢϤϢΜᵒῐϒχ ӛΥΰτΨΨσμθ1 50.0%

6 Ϟζχᴪיּ χ Ϭ ΨⱲḧΥϜοσΨσμθ 1 50.0%

7 ζχ 0 0.0%

ᵕ יּ 2

͍˵ ͏πˮ͎ʽ ϩμθράϧΥΚϥ˯ρᵕ ήϦθ ʹἇ τςάΥ ϩϤ

ϘΰθΤʻˢ ᵕ ᴦˣ



 

 
 

˲ ˳יּ

ᵕ יּ 15

Ξκʺᵠ 5

Ξκʺᵠ 10

0 Ω τʺάχ ₰ χέṜ τνΜοΣ▲ΜΰϘβʻיּ

ם ᶤ›

1 יּ 2 13.3%

2 יּ ˢέᴪ Υ ˣ 2 13.3%

3 יּ ˢⱧỘ ԌΥ ˣ 11 73.3%

4 ζχ 0 0.0%

ᵕ יּ 15 100%

1 ͐ ͓Ὦ͍ Ⱳ χΚσθχ ΣϢό ᵒῐ τνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ

ỡ 85.1 ⅞

ᵒῐ ם ᶤ›

1 ͍כ◦ 1 6.7%

2 ͎כ◦ 1 6.7%

3 ᵒῐ͍ 6 40.0%

4 ᵒῐ͎ 4 26.7%

5 ᵒῐ͏ 1 6.7%

6 ᵒῐ͐ 2 13.3%

7 ᵒῐ͑ 0 0.0%

ᵕ יּ 15 100%

͎ ᾝ∕χЂ˔РІχ ᵫ◐ ὮτνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ

Ὦ

ỡ 2 3Ὦ

Ω 30 9Ὦ

Ω 4 8Ὦ

ᵕ יּ 15

͏

ם ᶤ›

1 Ђ˔РІχ τ  ψσΜ 15 100.0%

2 Ђ˔РІχ τ  ΥΚμθ 0 0.0%

ᵕ יּ 15 100%

 

Ђ˔РІ

ΜЂ˔РІ

ϘϤЂ˔РІ

 ῇ

Ђ˔РІ

ΜЂ˔РІ

ϘϤЂ˔РІ

ϯрϾ˔Е ₰ʹ ὓ

ήϦοΜϥⱧỘ ψʺ ͐ ͓Ὦτ ԌϬ͍͔ Τϣ͎͌ τ  ΰϘΰθʻζ

χ ῇχЂ˔РІχ ệτνΜοΣ▲ΜΰϘβʻ



 

 

  

͏

ם ᶤ›

1
ⱧỘ Τϣ Ԍχ ӟᵰχ πЂ˔РІ

χ  χ ʺ ӛΥΚμθΤϣ
0

2
ⱧỘ Τϣ ԌΥ ΠθάρτϢϥЂ˔РІ

χ  χ ʺ ӛΥΚμθΤϣ
0

3 ϩΤϣσΜ 0

ᵕ יּ 0

͏

ם ᶤ›

1 ϩϣσΜ 12 80.0%

2 ϩμθράϧΥΚϥ 3 20.0%

ᵕ יּ 15 100%

˲ᵠ χϙχ ὓ˳

͏

ם ᶤ›

1 ϩϣσΜ 4 26.7%

2 ϩμθράϧΥΚϥ 1 6.7%

ᵕ יּ 5 33%

˲ᵠ χϙχ ὓ˳

͏

ם ᶤ›

1 ϩϣσΜ 8 53.3%

2 ϩμθράϧΥΚϥ 2 13.3%

ᵕ יּ 10 67%

͏

ם ᶤ›

1 ᾠ ᾏΜʾ ιΰσϙʾ Υ Ψσμθ 0 0.0%

2
ϙⱧʺ₉ϤέρϬϢΨ ΜοΨϦϥϢΞτ

σμθ
2 66.7%

3
ⱲϞЂ˔РІ ằⱲḧʺ χ Ὕχ

Ⱳḧ Ϥτ οΨϦϥϢΞτσμθ
0 0.0%

4
йϼзϵ˔ЄдрϞ ṍ σ“ⱧˢϯϼГϰ

РГϰˣχⱲḧΥ Πθ
2 66.7%

5 ⱧỘ Ϟ Υע τσμθ 0 0.0%

6 ᾠ ᾏΜʾ ιΰσϙʾ ΥӂΨσμθ 0 0.0%

7
ϙⱧʺ₉ϤέρϬ ΜοΨϦϥṐᵓΥᾚμ

θ
0 0.0%

8
ⱲϞЂ˔РІ ằⱲḧʺ χ Ὕχ

Ⱳḧτ ϦϥϢΞτσμθ
0 0.0%

9
йϼзϵ˔ЄдрϞ ṍ σ“ⱧˢϯϼГϰ

РГϰˣχⱲḧΥ Ψσμθ
1 33.3%

10
ⱧỘ Ϟ χע Υ“Φ ΤσΨσμ

θ
0.0%

11 ζχ ˢʹʹʹʹʹʹʹʹʹˣ 0 0.0%

ᵕ יּ 3

Ԍχ ᴂτνΜο ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθΥ βϥⱧỘ χ Ԍχ ᴂτ ᴟΥ

ΚϤϘΰθΤʻ

Ԍχ ᴂτνΜο ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθΥ βϥⱧỘ χ Ԍχ ᴂτ ᴟΥ

ΚϤϘΰθΤʻ

Ԍχ ᴂτνΜο ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθΥ βϥⱧỘ χ Ԍχ ᴂτ ᴟΥ

ΚϤϘΰθΤʻ

Ԍχ ᴂτνΜο ͐ ͓Ὦӟ‭ʺΚσθΥ βϥⱧỘ χ Ԍχ ᴂτ ᴟΥ

ΚϤϘΰθΤʻ

͏ πˮ͎ʽЂ˔РІχ τ  ΥΚμθ˯Ϭ ΰθ τΣ▲ΜΰϘβʻ β

ϥЂ˔РІχ Ϭ  ΰθ ψςχϢΞσϜχπβΤʻ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調査票



 

 

  



 

 

 

ễ  

 

3  

Ṍ ṕ Ṗ 3  Ṍ 

 

ể  

            ṕ6 Ṗẑ  

    

    

ẑ Web  

Ễ ṕ Ṗ

 

Ễ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ Ễ  

2Ḱ  ẓ Ễ  

 

ẑ Ễ 1Ḱ  

Ễ  ṕ ẆṖ 

ểḰ  

ỄḰ  

ễḰ  

ỆḰ  

ệḰ  

ỈḰ  

ỉḰ ṕ Ṗ 

 

ẑ Ễ 2Ḱ  

Ễ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ Ễ 2Ḱ  

Ễ  ṕ1 ẆṖ 

1.    ẓ Ḳ     ṕ Ṗ 

2.   

市町村 調査票 



 

 

 

ễ  

ễ  4 7

ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ ễ  

2Ḱ  ẓ ễ  

3Ḱ ṕ Ṗ ẓ ễ  

4Ḱ ṕ Ṗ ẓ ễ  

 

ẑ ễ 1Ḱ  

ễ  ṕ Ṗ 

 

ṕ Ṗ 

          

          

                

               

 

ẑ ễ 1Ḱ  

ễ  ṕ ẆṖ 

1Ḱ ṕ Ṗ  

2Ḱ  

3Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ ễ 1Ḱ  

ễ  ṕ ẆṖ 

     

1Ḱ      

2Ḱ      

3Ḱ      

4Ḱ      

5Ḱ      

6Ḱ      

7Ḱ ṕ )   

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ẑ ễ 2Ḱ  

ễ   

ṕ Ṗ 

Ḳ   

 

 

 

 

ẑ ễ 3Ḱ ṕ Ṗ  

ễ   

ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ  

5Ḱ ṕ Ṗ 

Ḳ     ṕ Ṗ 

 

ẑ ễ 4Ḱ ṕ Ṗ  

ễ  ṕ Ṗ ṕ ṆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  ẓ 3  

4Ḱ  ẓ 3  

5Ḱ  

6Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ ễ 3Ḱ 4Ḱ

 

ễ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ 3  

2Ḱ  ẓ 4  

 

 

 

 

 

 

3 Ệ  

ẓ 4  



 

 

ẑ ễ  

ễ  ṕ ṆṖ 

1Ḱ ṕ Ṗ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ ṕ Ṗ 

 

  



 

 

Ệ ṕ Ṗ

 

Ệ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ Ệ  

2Ḱ  ẓ Ệ  

 

ẑ Ệ 1Ḱ  

Ệ  ṕ ẆṖ 

ểḰ  

ỄḰ  

ễḰ  

ỆḰ  

ệḰ  

ỈḰ  

ỉḰ ṕ Ṗ 

 

ẑ Ệ 2Ḱ  

Ệ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ Ệ 2Ḱ  

Ệ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ   ẓ Ḳ     ṕ Ṗ 

2Ḱ  

 

  



 

 

ệ  

ệ  Ệ ỉ ṕ Ṗ

ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ ệ  

2Ḱ  ẓ ệ  

3Ḱ  ẓ ệ  

4Ḱ ṕ Ṗ ẓ ệ  

 

ẑ ệ 1Ḱ  

ệ   

ṕ Ṗ 

ṕ Ṗ 

          ṕ Ṗ  

ṕ Ṗ 

          

ṕ Ṗ  

ṕ Ṗ 

Ṯ ṯ 

               

        

              

Ṯ ṯ 

               

        

              

ṕ Ṗ 

ṕ Ṗ

 

 

 

ṕ Ṗ 

ṕ Ṗ 

              

              

 

ẑ 5 1Ḱ  

ệ  ṕ ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ  

5Ḱ ṕ Ṗ 

 

  



 

 

ẑ ệ 1Ḱ  

5  ṕ ẆṖ 

     

1Ḱ      

2Ḱ      

3Ḱ      

4Ḱ      

5Ḱ      

6Ḱ      

7Ḱ ṕ )   

 

ẑ ệ 2Ḱ  

ệ  ṕ ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ  

5Ḱ  

6Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ ệ 3Ḱ  

ệ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ  

5Ḱ  

6Ḱ   

7Ḱ ṕ Ṗ 

Ḳ     ṕ Ṗ 

 

  



 

 

ẑ ệ ( )  

ệ  ṕ Ṗ ṕ ṆṖ 

1Ḱ  

2Ḱ  

3Ḱ  ẓ 5  

4Ḱ  ẓ 5  

5Ḱ  

6Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ ệ 3Ḱ 4Ḱ

 

ệ  ṕ1 ẆṖ 

1Ḱ  ẓ ệ  

2Ḱ  

 

ẑ ệ 1Ḱ  

ệ  ṕ ṆṖ 

1Ḱ ṕ Ṗ  

2Ḱ  

3Ḱ  

4Ḱ ṕ Ṗ 

 

 

  

3 4  

 ẓ  



 

 

 

 

ễ  

 

3 ṕ Ṗ  

Ṍ ṕ Ṗ 3  Ṍ 

 

1  

    

      

      

ṕ10 Ṗ  

    

 

2  

Ễ  ṕể ẆṖ 

1.  ṕ Ṗ 

2.   

3.  ṕ Ṗ 

4.   

 

Ễ  ṕ Ṗ 

ṕ      Ṗ ṕ    Ṗ  

 

Ễ  ṕể ẆṖ 

1Ḱ ṕ Ṗ 

2Ḱ ( Ṗ 

3Ḱ  

4Ḱ  

5Ḱ  

6Ḱ  

7Ḱ  

8Ḱ  

9Ḱ  

10Ḱ ( )  

 

  

事業所 調査票 



 

 

 

Ễ  ṕ

Ṗ ṕ ṆṖ 

1.   

2.   

3.   

4.   

5.   

6.   

7.   

8.   

9.   

10.   

11.   

12.   

13.   

14.   

15.  ṕ

Ṗ 

16.   

17.   

18.   

19.  ṕ

Ṗ 

20.   

21.   

22.   

23.   

24.   

25.   

26.   

27.   

28.   

29.  ṕ A BṖ 

30.   

31.  ṕ Ṗ 

32.  ṕ Ṗ 

33.  ṕ Ṗ 

34.  

 

 

3 ễ ṕ

Ṗ

ṕ Ṗ  

ễ  

ṕể ẆṖ 

1.   ẓ ễ  

2.   

3.   

 

ẑ 3 ểḰ  

ễ  3 4 Ệ ỉ

ṕể ẆṖ 

1.   ẓ ễ  

2.   ẓ ễ  

3.   ẓ ễ  

 

 

 

ẑ 3 1Ḱ  

ễ  



 

 

ễ  ṕ 1 ṆṖ 

     

1Ḱ      

2Ḱ      

3Ḱ      

4Ḱ      

5Ḱ      

6Ḱ      

7Ḱ ṕ )    

ẑ ễ  

 

ẑ 3 2Ḱ  

ễ  ṕể ẆṖ 

1.   

ἲ ṕ Ṗ 

 

2.   

ἲ ṕ Ṗ 

 

3.  ṕ Ṗ 

 

ẑ ễ  

 

ẑ 3 2Ḱ 3Ḱ  

ễ  

ṕ Ṗ

ṕể ẆṖ 

1.   ẓ ễ  

2.   ẓ ễ  

 

ẑ 3  

ễ  ṕể ẆṖ 

1.   

2.   

ἲ ṕ     Ṗ ṕ Ệ 7 1 Ṗṕ Ṗ 

ἲ  

3Ḱ  

4Ḱ ṕ Ṗ 

 

ẑ ễ  

ẑ 3 3Ḱ 3 2Ḱ  



 

 

ễ  ṕ ẆṖ 

1.   

2.   

3.   

4.   

5.  ṕ Ṗ 

ẑ ễ  

 

ễ  ṕể ẆṖ 

1.   ẓ 3  

2.   ẓ 4  

 

ẑ 3 1Ḱ  

ễ  ṕ ẆṖ 

1.   

2.   

3.  ṕ Ṗ 

 

  



 

 

4 ễ Ị ṕẑṖ

ṕ

27 Ṗ  

ṕẑṖ ṕ18 34

Ṗ  

Ệ  

ṕể ẆṖ 

1.   ẓ Ệ  

2.   

3.   

 

ẑ 4 1Ḱ  

Ệ  ễ Ị 4 ỉ

ṕẑṖ ṕể ẆṖ 

 
ṕẑṖ 66  

 

 

 

 

ẑ Ễệ  

 
 
 
 

1Ḱ  ẓ Ệ  

2Ḱ  ẓ Ệ  

 

ẑ 4 1Ḱ  

Ệ  ṕ Ṗ 

 

 ṕ    Ṗ  

 ṕ    Ṗ  

 ṕ    Ṗ  

 

 ṕ    Ṗ  

 ṕ    Ṗ  

 ṕ    Ṗ  

 

ẑ 4 1Ḱ  

Ệ  ṕ ẆṖ 

1.   

2.   

3.   

4.   

5.  ṕ Ṗ 

ẑ Ệ  

Ệ  

登録定員 通いの定員

２６人又は２７人 １６人

２８人 １７人

２９人 １８人



 

 

ẑ 4 1Ḱ  

Ệ  ṕ 1 ṆṖ 

     

1Ḱ      

2Ḱ      

3Ḱ      

4Ḱ      

5Ḱ      

6Ḱ      

7Ḱ ṕ )    

ẑ Ệ  

 

ẑ 4 2Ḱ 3.  

Ệ  ṕ 29 Ṗ

ṕể ẆṖ 

1.   ẓ 4  

2.   ẓ 4  

 

ẑ 4 ểḰ  

Ệ  ṕể ẆṖ 

1.   

2.   

ἲ ṕ     Ṗ ṕ Ệ 7 1 Ṗṕ Ṗ 

ἲ  

3Ḱ  

4Ḱ ṕ Ṗ 

 

 

ẑ Ệ  

 



 

 

ẑ 4 2Ḱ Ệ 2Ḱ  

Ệ  ṕ ẆṖ 

 1.   

2.   

ἲ ṕ Ṗ 

 

3.   

ἲ ṕ Ṗ 

 

4.   

5.   

6.   

7.   

8.  ṕ Ṗ 

 

Ệ  ṕể ẆṖ 

 1.   ẓ 4  

2.   ẓ  

 

ẑ 4 1Ḱ  

Ệ  ṕ ẆṖ 

1.   

2.   

3.  ṕ Ṗ 

 

  



 

 

5  

5  ID  ṕ Ṗ 

5  ṕ Ệ 7 ể Ṗ 

ẑ ṕ Ṗ

 

ẑ

Web  

 1Ḱ  2Ḱ  

 ẑ1 

ṕ ẑ2Ṗ 

ẑ1

ṕ ẑ2Ṗ 
 

( ẑ3)  
    

1      Ṉ   

2            

3 

 

Ệ 

           

ṕ 2

Ṗ  
        Ṉ 

ệ ṕ Ṗ           

ẑ1Ḳ 1

ṕ Ṗ 

ẑ2Ḳ 1  

ẑ3Ḳ Ḳ ể ė 1

Ễ 1

 

 

5  ṕ4 7 1 Ṗṕ

Ṗ 

ẑ ṕ Ṗ

 

ẑ

Web  

 1Ḱ  2Ḱ  

    

               

 

ệ  

ṕ4 ỉ

Ṗṕ Ṗ 

   

                

                

 



 

 

都市部、離島や中山間地域などにおける令和３年度介護報酬改定等による措置の検証、 
地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の検討に関する調査研究事業 

「令和３年度介護報酬改定等に関する職員の実態調査」 

～ （看護）小規模多機能型居宅介護における令和 3 年度介護報酬改定の影響等に関する実態調査 ～ 

※この調査票は、定員の変更を行った事業所の職員の方に勤務状況の変化についてお尋ねするものです。 

※ご回答の際は、当てはまる番号を○（マル）で囲んでください。また、（    ）内には、具体的な

内容をご記入ください。 

※ご回答後は、令和○年○月○日までにご返送ください。 

 

０ 最初に、あなた（ご回答者）ご自身についてお伺いします。 

勤務形態 １．常勤  ２．非常勤 

保有資格 １．初任者研修修了 

４．旧ヘルパー２級 

７．社会福祉士・精神保健福祉士 

１０．看護師・准看護師 

２．実務者研修修了 

５．旧ヘルパー１級 

８．介護支援専門員 

１１．その他（ 

３．生活援助従事者研修修了 

６．介護福祉士 

９．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

         ） 

経験年数 介護（看護）業務全体としての経験年数  （     ）年 

その内、現在の事業所での経験年数    （     ）年 

 

１ 勤務されている事業所は、令和○年○月に定員を○人から○人に変更しました。 

その前後の勤務状況についてお伺いします。 

問１ 令和○年○月以降、あなたの勤務日数等に変化がありましたか。 

変更があった場合は、その状況についてお伺いします。 

１．勤務日数等に変更は無い 

 

２．勤務日数等に変更があった 

変更があったサービス 

（あてはまるもの全てに○） 

①訪問サービス ②通いサービス ③宿泊サービス 

具体的に（自由記載） 

例：週 2日、1日 3時間から 

週４日、1日 3時間となった。 

   

職員 調査票 



 

 

 

問２ 令和○年○月以降、あなたの負担感について変化がありましたか。 

１．負担が増えた 

 → （理由：                               ） 

２．負担が減った 

 → （理由：                               ） 

３．特に変わりなし 

問３ 令和○年○月以降、あなたの利用者への対応に変化がありましたか。 

１．変わらない → 質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

２．変わったところがある → 問４へ 

問４ １－問３で「２．変わったところがある」と回答された方 

具体的にどこが変わりましたか。（複数回答可） 

１．利用者の状態変化について早く気がつけるようになった 

２．職員同士で情報共有やよりよい介護への提案ができるようになった 

３．利用者やその家族の話を聞く時間がもてるようになった 

４．ケアに余裕がなくなった 

５．職員同士の情報共有やよりよい介護への提案がしにくくなった 

６．利用者やその家族の話を聞く時間がもてなくなった 

７．その他（                                 ） 

 

調査はこれで終わりです。ご協力いただき誠にありがとうございました。 

ご回答済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ封をし、令和○年○月○日までご返送く

ださい。 

 

 



 

 
都市部、離島や中山間地域などにおける令和３年度介護報酬改定等による措置の検証、 
地域の実情に応じた必要な方策、サービス提供のあり方の検討に関する調査研究事業 

「令和３年度介護報酬改定等に関する利用者の実態調査」 

～ （看護）小規模多機能型居宅介護における令和 3 年度介護報酬改定の影響等に関する実態調査 ～ 

※この調査票は、定員の変更を行った事業所の利用者にサービスの変化についてお尋ねするものです。 

※ご回答の際は、当てはまる番号を○（マル）で囲んでください。また、（    ）内には、具体的な

内容をご記入ください。 

※ご回答後は、令和○年○月○日までに事業所の職員の方にお渡しください。 

０ 最初に、この調査票のご記入者についてお伺いします。 

１．利用者本人 

２．利用者本人（ご家族が代筆） 

３．利用者本人（事業所職員が代筆） 

４．その他（             ） 

 

１ 令和４年７月１日時点のあなたの年齢および要介護度についてお伺いします。 

年

齢 
(     )歳 要介護度 

要支援１ 要支援２ 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

 

２ 現在のサービスの利用開始年月についてお伺いします。 

平成・令和 （     ）年 （     ）月から利用している。 

 

 

３ 利用されている事業所は、令和○年○月に定員を○人から○人に変更しました。 

  その前後のサービスの利用状況についてお伺いします。 

問１ 令和○年○月以降、利用するサービスの内容に変更がありましたか。 

変更があった場合は、その状況についてお伺いします。 

１．サービスの内容に変更はない 

２．サービスの内容に変更があった 

①変更前 

（利用していたサービス全てに○） 

②変更後 

（利用しているサービス全てに○） 

訪問サービス 訪問サービス 

通いサービス 通いサービス 

泊まりサービス 泊まりサービス 

利用者 調査票 



 

 

 

問２ ３－問１で「２．サービスの内容に変更があった」を選択した方にお伺いします。 

利用するサービスの内容を変更した理由はどのようなものですか。 

１．事業所から定員の増以外の理由でサービス内容の変更の相談、提案があったから 

２．事業所から定員が増えたことによるサービス内容の変更の相談、提案があったから 

３．わからない 

 

問３ 職員の対応について 

令和○年○月以降、あなたが利用する事業所の職員の対応に変化がありましたか。 

１．変わらない → 質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

２．変わったところがある → 問４へ 

問４ ３－問３で「２．変わったところがある」と回答された方 

具体的にどこが変わりましたか。（複数回答可） 

１．言葉遣い・身だしなみ・態度等が良くなった 

２．悩み事、困りごとをよく聞いてくれるようになった 

３．訪問日時やサービス提供時間、約束の送迎の時間通りに来てくれるようになった 

４．レクリエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時間が増えた 

５．事業所内や宿泊室が綺麗になった 

６．言葉遣い・身だしなみ・態度等が悪くなった 

７．悩み事、困りごとを聞いてくれる機会が減った 

８．訪問日時やサービス提供時間、約束の送迎の時間に遅れるようになった 

９．レクリエーションや定期的な行事（アクティビティ）の時間が短くなった 

１０．事業所内や宿泊室の清掃が行き届かなくなった 

１１．その他（                           ） 

 

調査はこれで終わりです。ご協力いただき誠にありがとうございました。 

ご回答済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ封をし、令和○年○月○日までに封を

したまま事業所の職員の方にお渡しください。 


